
（一社）群馬県建設業協会との意見交換会 

 
日 時：令和５年１０月２日（月）１５：３０～１７：００ 

場 所：Ｇメッセ群馬 ３階 中会議室 

 

議 事 次 第 

 
司会：関東地方整備局 企画部 

技術開発調整官 

 

 １．開  会 

 

 ２．挨  拶 

  ○ 関東地方整備局長 

  ○ 群馬県 県土整備部長 

  ○ （一社）群馬県建設業協会長 

 

 ３．情 報 提 供 

  ◇ 関東地方整備局の取り組みについて 

  ◇ 建設産業行政の最近の動き 

  ◇ （一社）群馬県建設業協会の活動状況 

 

 ４．前年度意見要望への対応状況 

 

 ５．意 見 交 換 

  ◇（一社）群馬県建設業協会 提案テーマ 

１）真夏日での現場作業について 

２）建設キャリアアップシステムについて 

３）首都直下地震における群馬県建設業協会の役割について 
  ◇自由討議 

 

 ６．閉  会 

  ○ 関東地方整備局 副局長 
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配 布 資 料 一 覧 

 

＜関東地方整備局＞ 

・関東地方整備局の取り組みについて  整備局資料－１ 

・建設産業行政の最近の動き 整備局資料－２ 

・前年度意見要望への対応状況 整備局資料－３ 

・令和５年度 回答 整備局資料－４ 

 

＜建設業協会＞ 

・一般社団法人群馬県建設業協会の活動状況 協会資料－１ 

・提案議題                                                  協会資料－２ 

・自由討議資料                        協会別添資料

                          

 

 

2



会長 沼田支部長 青柳　剛 県土整備部長 眞庭　宣幸

副会長 篠原　宗應 建設企画課長 後藤　　剛

副会長 吾妻支部長 池原　純 契約検査課長 村上　　誠

副会長 太田支部長 髙橋　明 建設企画課　建設業対策室長 荻野　邦夫

副会長 藤岡支部長 富澤　博邦

副会長 前橋支部長 泉野　髙志 局長 藤巻　浩之

常任理事 高崎支部長 関口　功 副局長 森　毅彦

常任理事 桐生支部長 大川　弘志 企画部長 西川　昌宏

常任理事 安中支部長 萩原　永史 建政部長 家田　健一郎

常任理事 館林支部長 小曽根久八 企画部　技術調整管理官 須藤　純一

常任理事 渋川支部長 勝野　政和 企画部　技術開発調整官 髙森　　治

常任理事 富岡支部長 五十嵐　修 建政部　建設産業調整官 堀井　英則

常任理事 伊勢崎支部長 小島　克也 企画部　技術管理課長 荒井　幸雄

専務理事 藤塚　永治 企画部　技術調査課長 佐藤　　潤

常務理事 若田部　純一 建政部　建設産業第一課長 一力　哲也

業務課長 荒木　孝彦 高崎河川国道事務所長 青木　崇光

利根川水系砂防事務所長 大坂　　剛

利根川ダム統合管理事務所長 坪谷　　剛

品木ダム水質管理所長 井口　和夫

利根川上流河川事務所長 津森　貴行

渡良瀬川河川事務所長 檜森　裕司

長野営繕事務所長 今井　義明

令和５年度　群馬県建設業協会との意見交換会

出席者名簿

【一般社団法人　群馬県建設業協会】 【群馬県　県土整備部】

【関東地方整備局】
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令和５年度 群馬県建設業協会との意見交換会
令和5年10月2日

Gメッセ群馬 中会議室

関東地方整備局
局⻑

藤巻 浩之

関東地方整備局
副局⻑
森 毅彦

関東地方整備局
企画部⻑
⻄川 昌宏

関東地方整備局
建政部⻑
家田 健一郎

関東地方整備局
技術調整管理官
須藤 純一

関東地方整備局
技術開発調整官
髙森  治

高崎河川国道
事務所⻑
⻘⽊ 崇光

利根川水系砂防
事務所⻑
大坂  剛

群馬県
県⼟整備部⻑
眞庭 宣幸

群馬県
建設企画課⻑
後藤  剛

群馬県
契約検査課⻑
村上  誠

群馬県
建設業対策室⻑
荻野 邦夫

専務理事

藤塚 永治

常務理事

若田部 純一

業務課⻑

荒⽊ 孝彦

利根川ダム統合管理
事務所⻑
坪谷  剛

品⽊ダム水質管理
所⻑

井口 和夫

利根川上流河川
事務所⻑
津森 貴行

渡良瀬川河川
事務所⻑
檜森 裕司

⻑野営繕
事務所⻑
今井 義明

関東地方整備局
建設産業調整官
堀井 英則

関東地方整備局
技術管理課⻑
荒井 幸雄

関東地方整備局
技術調査課⻑
佐藤  潤

関東地方整備局
建設産業第一課⻑
一力 哲也

常任理事
伊勢崎⽀部⻑
小島 克也

会⻑
沼田⽀部⻑
⻘柳 剛

副会⻑

篠原 宗應

副会⻑
吾妻⽀部⻑
池原 純

副会⻑
太田⽀部⻑
髙橋 明

副会⻑
前橋⽀部⻑
泉野 髙志

常任理事
桐⽣⽀部⻑
大川 弘志

常任理事
館林⽀部⻑
小曽根久八

常任理事
高崎⽀部⻑
関口 功

常任理事
安中⽀部⻑
萩原 永史

常任理事
渋川⽀部⻑
勝野 政和

常任理事
富岡⽀部⻑
五十嵐 修

副会⻑
藤岡⽀部⻑
富澤 博邦

関東地整 事務局 高崎河川国道 事務局

記者席

出
入
口

出
入
口
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令和５年度　（一社）群馬県建設業協会との意見交換会（進行表）
令和５年１０月２日（月）１５：３０～１７：００　於：Gメッセ群馬　３階　中会議室

発言者 配付資料

《開会》

15:30 開会 （司会：髙森 技術開発調整官）

～ 15:45 (15分) 挨拶 関東地方整備局 関東地整　藤巻局長

群馬県 群馬県　眞庭県土整備部長

一般社団法人　群馬県建設業協会 協会　青柳会長

15:45 ～ 15:47 (2分) 出席者紹介 　※資料確認含む 出席者一覧・配席表

《関東地方整備局からの情報提供》

15:47 ～ 15:55 (8分) 関東地方整備局の取り組み

関東地方整備局の取り組みについて 企画部 佐藤技術調査課長 整備局資料－１

建設産業行政の最近の動き 建政部　一力建設産業第一課長 整備局資料－２

《群馬県建設業協会からの情報提供》

15:55 ～ 16:05 (10分) （一社）群馬県建設業協会の活動状況 協会　青柳会長 協会資料－１

《前年度意見要望への対応状況》

16:05 ～ 16:06 (1分) 企画部  荒井技術管理課長 整備局資料－３

《意見交換》

　〔協会側テーマ〕

16:06 ～ 16:31 (25分)

　〔自由討議〕

16:31 ～ 16:55 (24分) （質疑：適宜発言） 協会別添資料

《閉会》

16:55 ～ 17:00 (5分) 閉会 関東地整　森副局長

自由討議

時　間 内　　容

１）真夏日での現場作業について
２）建設キャリアアップシステムについて
３）首都直下地震における群馬県建設業協会の役割について

提案説明：１）常任理事(館林支部長)小曽根久八
　　　　　　 ２）常任理事(安中支部長)萩原永史
　　　　　　 ３）常任理事(高崎支部長)関口　功
回答：１）企画部　荒井技術管理課長
　　　　２）建政部　一力建設産業第一課長
　　　　３）企画部　荒井技術管理課長

 協会資料－２
整備局資料－４
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令和５年度 （一社）群馬県建設業協会との意見交換会

国土交通省 関東地方整備局

関東地方整備局の取組について

令和５年１０月２日

整備局資料－１
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１．令和５年度 予算の概要 P 2

２．令和５年度 上半期の執行状況について P 6

３．働き方改革・担い手確保への取り組み P 10

４．土木工事電子書類スリム化ガイド（改定） P13

５．インフラ分野のＤＸ推進について P17

６．首都圏広域地方計画「基本的な考え方」について P24

７．総合評価落札方式におけるWLB推進企業へ
の加点措置に関する説明会 P26

８． 総合評価落札方式における賃上げを実施する
企業に対する加点措置 P37
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１．令和５年度 予算の概要
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直轄事業費
４，６３０億円

[前年度比 1.02]

補助事業費
４，６７６億円

[前年度比 1.02]

道路 ２，４６５
[0.98]

治水 ８７８
[1.04]

港湾 ５５１
[0.98]

官庁営繕 １８１ [1.18] 

国営公園等 ６８ [0.96] 

都市水環境整備 ６３ [0.84]

空港 ３４９
[1.30]

海岸 ７５
[2.14]

市街地整備 １，６６６
[1.02]

住宅対策 ４０１
[0.98]

道路 １，８１７
[0.97]

治水 ３１６ [1.02]

港湾 ９４ [0.71]

下水道 ３５５
[1.74] 海岸 ８

[0.80]

※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合がある。

（単位：億円） （単位：億円）

社会資本総合整備事業費
（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金）

７，９１８億円
[前年度比 0.93]

国営公園等 １２ [0.87]
直轄 補助

※ [ 括弧書き ] は、対前年度比

関東地方整備局の令和５年度予算

○令和５年度の当初予算は1兆7,224億円（前年度比0.98）。
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16,114 

17,714 
18,738 

19,372 19,370 18,970 19,221 

20,942 

19,665 

17,120 
17,604 

17,224 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策 初年度分(3,589億円)を含む

R2年度第3次補正4,898億円

単位：億円

19,221

防災・減災、国土強靭化のため
の３か年緊急対策

19,665

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策分(2,909億円)を含む

R3年度補正3,749億円

伸率
0.98

17,120

関東地方整備局の予算推移

○ 令和4年度補正予算は防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策分(2,938億円)を含め、3,243億円。
○ 令和5年度当初予算は1兆7,224億円（対前年度比0.98）

17,604

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策分(2,938億円)を含む

R4年度補正3,243億円

R５当初予算
17,224億円

4

新たな経済対策
５つの柱

▼物価高から国民生
活を守る

▼持続的賃上げ、所
得向上と地方の成長
▼国内投資の促進

▼人口減少を乗り越
える社会変革の起動
と推進

▼国土強靱化、防災・
減災など国民の安心・
安全の確保

１０月中をめどに経済
対策を取りまとめ
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鏑川

長野県

栃木県

埼玉県

北関東自動車道

上信越自動車道

東北自動車道

E17

E18

E50

E17

E4

藤岡
JCT

高崎JCT

群馬県内の主要事業

河 川
道 路

国

122
ROUTE

道

渋川西バイパス

令和7年度全線開通予定

上武道路

令和5年度までに順次４車線化完成予定
前橋市今井町～富田町（延長2.4km）

至 長野

至 埼玉

至 埼玉

至 新潟

渋川西バイパス 上武道路

前橋笠懸道路

利根川水系烏・神流川
河川改修事業

利根川水系渡良瀬川
河川改修事業

利根川水系利根川
大規模特定河川事業（補助）

利根川水系
直轄砂防事業（渡良瀬川）

浅間山直轄火山砂防事業

相俣ダム堰堤改良事業

埼玉県
羽生市

谷田川第二排水機場

飯野水防拠点

めいわ

明和町

群馬県
板倉町築堤

利根川水系利根川上流
河川改修事業

利根川水系直轄砂防事業（利根川）

譲原地区直轄地すべり対策事業

5

上信自動車道（直轄・補助）

休泊川

利根川水系休泊川
（県管理区間）
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２．令和５年度 上半期の執行状況について
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関東地方整備局における令和５年度上半期の執行状況について

✔ 令和５年度上半期（８月末まで）の不調・不落率は７．４％と昨年度９．２％に比べ
１．８％減少し改善が図られ円滑に執行。

■円滑な執行に向けた取り組み

○局・事務所と各都県建設業協会とのコミュニケーションの確保

○地域の実情に応じた適切な規模での発注

○不調の発生が想定される地域・工種についてフレームワーク、公募型指名競争の活用

○余裕期間を活用した早期発注

○一括審査の活用
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関東地方整備局における令和５年度上半期の不調・不落率

13.6%

9.2%

0%

7.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

Ｒ３上半期 Ｒ４上半期 Ｒ５上半期

不調・不落率が改善

５７件／６２０件

３１件／４２１件
（契約件数：５６３件）

（契約件数：３９０件）

１１５件／８４４件
（契約件数：７２９件）

（R5.8月末時点値）
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群馬県内における令和５年度上半期の不調・不落率

11.0%
8.6% 9.3%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

Ｒ３上半期 Ｒ４上半期 Ｒ５上半期

不調・不落率が増加傾向

６件／７０件
５件／５４件

（契約件数：６４件）
（契約件数：４９件）

９件／８２件
（契約件数：７３件）

（R5.8月末時点値）
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３．働き方改革・担い手確保への取り組み
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週休２日対象工事の実施状況

○ 直轄工事においては、週休2日を確保できるよう、適正な工期設定や経費補正を実施。
○ 令和6年4月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、計画的に週休2日を推進。

週休２日工事の実施状況（直轄）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

公告件数
(取組件数)

824
(165)

3,841
(1,106)

6,091
(2,745)

7,780
(4,450)

7,746
(6,853)

7,492
(7,300)

7,284
(7,257)

実施率 20.0% 28.7% 45.0% 57.1% 88.5% 97.4% 99.6%

※令和5年３月末時点
※令和4年度中に契約した直轄工事を集計（営繕工事、港湾・空港除く）
※令和4年度の取組件数には取組協議中の件数も含む5,595 

750 
726 186 

7,257件
(R4年度)

現場閉所
（発注者指定方式）

現場閉所
（受注者希望方式）

交替制モデル
（発注者指定方式）

交替制モデル
（受注者希望方式）

7,257 

7,300 

6,853 

4,450 

2,745 

1,106 

165 

27 

192 

893 

3,330 

3,346 

2,735 

659 

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

週休2日実施工事 週休2日対象工事（公告工事）

3,841
実施件数6.7倍

対象件数4.7倍824

6,091

実施件数2.5倍
対象件数1.6倍

7,780

実施件数1.6倍
対象件数1.3倍

実施件数1.5倍
7,746

7,492

実施件数1.1倍

7,284
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12

発注者指定 週休２日

受注者希望 週休２日

○ 令和５年度は、全ての工事を発注者指定で週休２日工事（閉所型・交替制のいずれか）を実施
（月単位の週休２日への移行期間）
週休２日モデル工事の補正係数は、移⾏期間として令和５年度までは継続

○ 令和６年度以降、月単位での週休２日の実現を目指す
柔軟な休日の設定や経費補正の修正を令和５年度に検討

※北海道開発局においては、
本官工事のうち２．５憶円
以上のものを対象

本官工事

分任官工事

※北海道開発局においては、
２．５憶円未満の本官工事
及び分任官工事を対象

週休２日工事の発注方針

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所）

発注者指定 週休２日

受注者希望

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 以降

70%目標

50%目標

令和５年度の直轄土木工事の発注方針

月単位での週休２日
の実現を目指す

月単位での週休２日
の実現を目指す

※仕様書、監督・検査
の基準類、工期設定
指針を改正

※仕様書、監督・検査
の基準類、工期設定
指針を改正

※柔軟な休日の設定や経費補正
の修正をR5に検討

※柔軟な休日の設定や経費補正
の修正をR5に検討

※関東地整では令和３年度から全ての工事において原則発注者指定方式

令和３年度から全ての工事で原則発注者指定方式で実施
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４．土木工事電子書類スリム化ガイド（改定）
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「土木工事電子書類スリム化ガイド（ver.2.0）」のポイント「土木工事電子書類スリム化ガイド（ver.2.0）」のポイント
■目的

・工事書類を必要最小限に簡素化（スリム化）を図るとともに、受発注者間で作成書類の役割分担の明確化、書類の
電子化、遠隔臨場やＷＥＢ会議の活用によりインフラ分野のＤＸを推進し、工事の円滑な施工を図るとともに、受発注者
間双方の働き方改革の推進を図ることが目的。

■適用

・令和５年８月１日以降の関東地方整備局発注工事（入札・契約手続運営委員会を開始する工事、入札手続き中及び
契約済みの工事）（港湾空港関係、営繕関係を除く）

・受注者、発注者、監督職員、検査職員、現場技術員・施工体制調査員は工事書類のスリム化に留意するものとする。

■バージョンアップのポイント

✔アンケート調査結果及び受注者ヒアリングを踏まえ、改善要望のあった事項を反映。

✔発注者から過度な資料要求の無いよう不明瞭な表現を適正化し、受発注者ともに

分かりやすくかつ共通認識が図られるよう改善。

■主なバージョンアップ箇所

✔施工体制台帳・・・発注者から「添付が不要な書類」を求められないよう事例を一部追記

✔設計審査会・・・維持工事を含む全ての工事が対象であることを追記

✔臨場確認・・・確認した実測値の保存方法の記載内容を、具体的な表現に見直し

✔工事検査・・・１０種類以外の書類提示を求められることがあるため注意書きを追記

✔オンライン電子納品【新規】・・・原則全ての工事においてオンライン電子納品の対象であること及び留意事項を記載

※「土木工事電子書類スリム化ガイド」、「土木工事電子書類作成マニュアル」は関東地方整備局ホームページに掲載しています。
ホームページアドレス https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000037.html

令和５年７月に「土木工事電子書類スリム化ガイド」をバージョンアップしました
～工事の円滑な施工を図るとともに、受発注者双方の働き方改革の更なる推進～
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５．インフラ分野のDX 推進について
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関東地方整備局における建設現場の遠隔臨場
～インフラ分野のＤＸを推進し、建設現場の働き方改革、生産性の向上を期待～

■ 配信システムは「パッケージ化されたシステム」､「情報共有システム（ＡＳＰ）」､「web会議システム（teams、zoom等）」等を利用。

■ 動画撮影は撮影者の安全を確保するため、静止して撮影又はカメラを撮影者のヘルメットや胸ポケットにつける等の安全に配慮。

〈 実施件数 〉

令和４年度の遠隔臨場の実施件数・・・５４９工事（３５事務所）（令和5年3月末時点）

令和３年度の遠隔臨場の実施件数・・・５１４工事（３６事務所）（令和4年3月末時点）

令和２年度の遠隔臨場の実施件数・・・１６６工事（３１事務所）（令和3年3月末時点）

〈 成果 〉

・監督職員は、職場の自席や在宅勤務でも立会いが実施可能となった

・施工者は、待ち時間等が無くなり効率的に立会いが実施可能となった
・立会い以外の現場状況の説明等にもリモートで実施可能となった

関東地方整備局

受発注者ともに
人との接触機会が軽減され、働き方改革にも寄与

▲ 令和４年２月１７日 久慈川緊急治水対策河川事務所の工事

〈 令和５年度 建設現場の遠隔臨場の実施方針 〉

● 令和４年６月よりすべての工事を対象に本格的に実施。
・ 工事発注規模１億円以上の工事は、原則、「発注者指定型」により全て実施。

・ 工事発注規模１億円未満の工事は、立会頻度が多いなど遠隔臨場の効果が期待出来る工事を、発注者指定型により実施。

なお、契約後に受注者へ意向を確認し協議の上、「発注者指定型」により実施も可能。

● 発注者側の標準的な通信環境の仕様を示すことで、通信接続問題の解消の一助になり、また民間の技術開発の
発展・促進につながることに期待

項 目 仕 様

通信プロトコル
方式及びポート

番号

TCP 80,443

UDP なし

利用環境

OS Windows10

ブラウザ
Internet Exploer11(R4.6まで

)Microsoft Edge

アプリ
ケーション

アプリケーションのインス
トールは原則行えません。

配信システムに関する仕様
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・活用した機器
・遠隔臨場した確認事項
を具体的に記載

・施工者（受注者）や監督
職員（発注者）が活用し
て感じた「効果」や「今後
改善を要する点」など、
現場からの生の声を掲
載。

・現場でどのように遠隔
臨場を活用したか、状況
の分かる写真を厳選して
掲載。

・「遠隔臨場の初心者」
でも分かりやすい事例集
としている。

【本事例集の内容及び主な特徴】
・５０事例を掲載･･･通信環境の改善（13事例）、効率的な計測（17事例）、安全管理（9事例）、視認性の向上（6事例）、その他（5事例）
・工夫を実施した事例は、土木工事の他、機械工事、電気設備工事も掲載。
・遠隔臨場は、段階確認、材料確認、立会以外での活用を妨げるものではないことから、「その他」の事例として受発注者の業務効率化に繋

がる先進的で画期的な活用事例も掲載。

課題類型の記載及び
課題類型ごとに工夫点を
整理

※「建設現場における遠隔臨場取組事例集（関東地方整備局版）」は関東地方整備局ホームページに掲載しています。
ホームページアドレス https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000212.html

令和５年９月に「建設現場の遠隔臨場 取組事例集（関東地方整備局版）」を公表
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６．首都圏広域地方計画「基本的な考え方」について
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＜戦略的視点＞1)デジタルの活用とリアルとの融合 2)人間の仕事の尊重、次世代の育成 3)課題を解決するグリーン
4)縮退・撤退を前提とした新陳代謝 5)国土全体の課題に先進的に取り組む

首都圏の人々がそれぞれの地域や場面で我が事として捉え、愛着や誇りをもって取り組む

【首都圏のリニューアル】
①「新技術・新エネルギーに対応できるインフラ」への更新 ②「人口が減少しても生産性が高く安心して暮らせる地域」
③「省資源・循環型・グリーン地域」への転換

Ⅱ. 首都圏の強みである上質で多様な資源を磨く

将来像（しなやか、ゆたかさ、新しい価値の創出）を実現 国際競争⼒等で我が国を牽引する首都圏

【首都圏広域地方計画「基本的な考え方」概要】

＜現状と課題＞

＜将来像＞

＜目標＞

【３つの危機】
○巨大自然災害
○国際情勢の緊迫化に伴う

エネルギー・⾷料確保
○人口減少・高齢化、人手
不⾜、人材の競争⼒低下

・テクノロジーを活用した、人間中心で誰一人取り残さない、「ゆたかな」地域
・「多様な空間」、「多様な人々の寛容･包摂的な共生」、「多様な選択肢」、自由な判断が尊重される地域
・若者･子どもや未来への投資、シニアの能⼒活用による世代間の公平性が確保される地域
・危機に対して「しなやか」な復元⼒を持つ持続可能な地域
・上質なリアルの空間が生活に「ゆたかさ」をもたらし、人間のリアルな交流が「新しい価値」を創出し続ける地域

【首都圏の強み】
○中枢機能、ゲートウェイ機能
○人材(若者・子ども、外国人/DX・芸術）の集積
○大河川、広大な平野、島嶼等の多様で豊かな
自然環境が大都市に近接

○充実した鉄道等の交通ネットワーク
【コロナ禍を経た変化】 ○東京圏でのテレワークの普及と暮らし方・働き方の変化の兆し

【人口】 【IT技術者の集積】

【域内総生産】

【若者※の集積】

【外国人の集積】 【オペラ公演数】

（※15〜29歳）

Ⅰ. 危機を好機として、施策の多機能化と連携によって首都圏をリニューアル
危機︓(1)巨大災害リスクへの対応 (2)エネルギー・⾷料確保のリスクへの対応 (3)人口減少・高齢化リスクへの対応

（首都圏広域地方計画協議会）
（対象区域：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）
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７．総合評価落札方式におけるWLB推進企業への

加点措置に関する説明会
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WLB推進企業への加点措置 関係法令等
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○評価方法（段階的選抜方式において評価）

WLB関連認定制度を活用した評価の実施

WLB推進企業を加点評価

段階的選抜
評価項目

評 価 基 準

その他

次に掲げるいずれかの認定を受けている
・女性活躍推進法に基づく認定等（えるぼし認定企業等）※１
・次世代法に基づく認定（トライくるみん・くるみん・プラチナくるみん認定企業）※２
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）※３

企業の実績・成績等 技術者の実績・成績等

通常

国土交通省におけるこれまでの取組

○平成30年度から、一般土木A等級等の工事において、認定制度を活用した評価を全面的に実施。

28
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公共工事を発注する省庁における取組状況

令和５年６月13日 全ての女性が輝く社会づくり本部会議資料（抜粋）
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30

国土交通省における今後の取組拡大予定

H30～
一般土木、建築A等級等について、段階選抜方式の
第一段階選抜において「企業の能力等」にて加点。

R5.8

加点対象を一般土木、建築A・B等級等（※）まで拡大する旨、
地方整備局等宛に通知を発出

※技術提案・交渉方式における優先交渉権者との業務契約も含む

R5.9

業界団体向け説明会を開催

R6.1～
加点対象を一般土木、建築A・B等級等まで拡大

今後
全ての公共工事等（建設コンサルタント業務等を含む）における

総合評価落札方式、企画競争方式（プロポーザル方式を含む）に拡大
36



国土交通省通知（抜粋）

令和５年８月通知の内容

※港湾空港関係は別途通知（予定）

【加点対象】

えるぼし等認定企業

くるみん等認定企業

ユースエール認定企業

【加点項目と配点】

企業の能力等

１点を標準
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【参考】えるぼし認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）
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【参考】えるぼし認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）

33
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【参考】えるぼし認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）
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【参考】くるみん認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）
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【参考】ユースエール認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）
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８．総合評価落札方式における賃上げを実施する
企業に対する加点措置

3743
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全工種平
均 67%

総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置(地方整備局等発注工事)

〇令和4年4月から、総合評価落札方式による政府調達において、賃上げを実施する企業に対する加点措置を開始。

〇令和4年度実績では、落札者のうち約４分の３が賃上げを表明。

件数・者数
対象工事件数（※） 6,679件
のべ競争参加者数 40,295者
実競争参加者数 4,507者
うち、賃上げ表明者数 3,010者（約67%）

実落札者数 2,709者
うち、賃上げ表明者数 2,029者（約75％）

※北海道開発局、８地方整備局、沖縄総合事務局（農業・港湾空港関係を除く）を対象に集計。 数値は全て令和5年3月末時点。

■落札者の約４分の３が賃上げ表明

■公共工事の割合が高い工種は、表明率が高い傾向■直轄工事を安定的に受注している企業ほど、表明率が高い傾向

■制度概要

今後1年間の従業員への賃上げを表明

落札・契約

【競争参加時】

【賃上げ表明期間終了後】

契約企業を対象に賃上げ実績を確認

目標未達成の企業については、
以降の総合評価において減点措置（1年間）

【賃上げ目標】
大企業 ： ３％
中小企業等 ： 1.5％

総合評価において、表明者に加点

As

競
争
参
加
者
に
占
め
る
表
明
者
の
割
合
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賃上げ実績の評価対象とし得る賃金・社員について

継続雇用社員
比較する２年間を連続雇用

していない社員
その他の雇用形態（※）

・・・

役員 正社員 休職者など 退職者 新入社員 再雇用
パート

アルバイト

所
定
内
給
与

基本給

・・・

各種手当
（ex.住宅手当、家族手当）

時間外手当

賞与

… …

：社員への支払い賃金の総額で評価する場合

：継続雇用している正社員への支給額で評価する場合

：時間外手当や賞与等を除いて評価する場合

：継続雇用社員の基本給の定期昇給等で評価する場合

○「評価対象社員」と「評価対象賃金」について、企業等の個別の事情に応じて柔軟に組合わ
せて評価することが可能。

※その他の企業固有の雇用形態や手当等については、制度の趣旨を踏まえて個別に対応。
※具体例については、国土交通省WEBサイトに掲載のQ＆A等も参照してください。
※制度の趣旨から意図的に逸脱することのないようご留意ください。

評価対象社員

評価対象賃金

①

②

③

④

① ②

③ ④

【
評
価
ケ
ー
ス
の
例
】

（※）その他の雇用形態についても、継続雇用社員等を評価対象とするかどうかは正社員に準じて判断可能。

・
・
・
・
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各種ご質問に対するQ&Aについて

〇寄せられた質問等については、国交省WEBサイトにてQA形式で掲載（R5.8.16最終更新）
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２年目の評価対象について

〇各企業の実態を反映した適切な評価のため、年度等によって変化する状況に応
じて、評価方法を変えた方が適当な場合は、変更することに差支えありません。

○2年目の賃上げを容易にするため、1年目に意図的に基本給を引き下げる等の

行為は、制度の趣旨からの意図的な逸脱と判断され、減点対象となり得るため、
個別に事情を確認させていただくことがあります。

R4年度
（1年目）

R3年度
（0年目）

R5年度
（2年目）

基
本
給
等

賞
与

給与総額
1.5%増

意図的な
減額

基本給等
1.5%増

【制度の趣旨からの
意図的な逸脱と判断され得る例】

基
本
給
等

賞
与

基
本
給
等

賞
与

基
本
給
等

賞
与

基本給等
1.5%増 基

本
給
等

賞
与

基
本
給
等

賞
与

R4年度
（1年目）

R3年度
（0年目）

R5年度
（2年目）

給与総額
1.5%増

【評価方法を変更した場合の例】
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国土交通省関東地方整備局建政部

建設産業行政の最近の動き

令和５年度 （一社）群馬県建設業協会との意見交換会 整備局資料－２
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 斉藤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会（Ｐ２）

 中央建設業審議会・社会資本整備審議会

基本問題小員会中間とりまとめ（案）（Ｐ４）

 CCUSの就業履歴蓄積と能力評価の加速化に向けた

更なる取組強化（Ｐ９）

1
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

斉藤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会
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日 時：令和５年9月19日 13:00〜14:00
出席団体：日本建設業連合会、全国建設業協会、

全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会
テーマ：令和６年度概算要求、建設業の賃金引上げ、働き方改革等の推進に向けた取組 等

斉藤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会（R5.9.19）

開催概要

意見交換会の様子

3

 公共工事予算の執行が順調であること、不調不落も減少傾向にあることなど
から、十分な施工余力があることについて再確認。

 前回の意見交換会で申し合わせた賃金引上げや
工期の適正化については、国土交通省においても、
各団体においても、様々な取組が進んでいること
を確認。

【前回（令和５年３月）の申し合わせ】
 本年は技能労働者の賃金が概ね５％上昇することを目指して、
全ての関係者が可能な取組を進めること

 建設業の働き方改革に向けて、全ての関係者が週休２日（４週
８閉所等）の確保などにより工期の適正化に取り組むこと
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中央建設業審議会・社会資本整備審議会
基本問題小員会中間とりまとめ（案）
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中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会中間とりまとめ（概要）
～担い手確保の取組を加速し、持続可能な建設業を目指して～

1.請負契約の透明化による適切なリスク分担

※今後、重層下請構造の実態を踏まえた建設業許可の合理化、繁閑に応じた労働⼒の需給調整や多能⼯の評価のあり⽅、建設業の許可を要しない⼩規模⼯事の適切な管理
についてもさらに検討。

(１)契約における非対称性の解消
①受注者によるリスク情報提供の義務化
・⾒積り時等に、建設⼯事に関するリスク情報の受注者から注⽂者への提供を
義務化

②請負契約に予備的経費等に関する事項を明記
③オープンブック・コストプラスフィー⽅式の標準請負契約約款の制定

(２)価格変動等への対応の契約上での明確化
①請負代⾦の変更について規定された⺠間⼯事標準約款の利⽤促進
②価格変動に伴う請負代⾦の変更条項を契約書上明確化
・法定記載事項として「価格変動等が⽣じた場合に請負代⾦額等をどのよう
に変更するかについての定め」を明記

(３)当事者間のコミュニケーションと請負契約の適正化
①当事者間での誠実協議
・請負代⾦や⼯期に影響を及ぼす事象が⽣じた場合に契約の当事者間で誠実に
協議を実施

②⺠間事業者への勧告等
・不当に低い請負代⾦での契約締結について、国土交通大臣等の勧告対象に、
公共発注者だけでなく⺠間事業者も含める

・不適切な契約是正のため許可⾏政庁の組織体制を整備

建設業が持続的に発展していくには、新規入職を促進し、将来の担い手の確保・育成を図っていくことが不可欠。
同時に、現下の課題である資材価格高騰や時間外労働規制に適切に対応しつつ、適正な請負代金・工期が確保された請負
契約の下で、適切に建設工事が実施される環境づくりも欠かせない。

こうした問題意識の下、①請負契約の透明化による適切なリスク分担、②適切な労務費等の確保や賃金行き渡りの担保、③
魅力ある就労環境を実現する働き方改革と生産性の向上、などの分野について、建設業法等の改正も視野に早急に講ずべ
き施策を取りまとめ。

2.適切な労務費等の確保や賃⾦⾏き渡りの担保

(１)標準労務費の勧告
・適切な⼯事実施のために計上されるべき標準的な労務費を中央建設業審議会が勧告

3.魅⼒ある就労環境を実現する働き⽅改⾰と⽣産性向上

(１)適正な工期の確保
①受注者による著しく短い⼯期の禁止
②WLBを実現する働き⽅改革に関する施策検討
・⼯期に関する基準等の周知に加え、先進的取組の普及⽅策を検討

(２)⽣産性の向上
①建設⼯事現場を適切に管理するための指針の作成
・ICTの活⽤等による現場管理のための指針を国が作成、特定建設業者に同指針に
即した現場管理に努めることを求める

②監理技術者等の専任制度等の合理化

(3)適切な⽔準の賃⾦等の⽀払い確保のための措置
・建設業者に、労働者の適切な処遇確保に努めるよう求める
・標準約款に賃⾦⽀払いへのコミットメントや賃⾦開⽰への合意に関する条項を追加

(2)受注者における不当に低い請負代⾦の禁止
・労務費を原資とする廉売⾏為の制限のため、受注者による不当に低い請負代⾦での
契約締結を禁止し、指導、勧告等の対象とする
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１．請負契約の透明化による適切なリスク分担

対応の⽅向性

 発注者が、請負代金の中に含まれる予備的経費等の内容を詳細に把握することは困難であり、受発注者間で情報の非対称が生じている。

 価格変動等に対してどのようにリスク管理を行っていくかが契約上不透明な場合、受発注者間に認識の齟齬が発生。

 適切なリスク分担がなされない場合、契約当事者のみならず、その下請業者なども含めた建設生産システム全体に経営悪化や不良工事の発生と
いった悪影響が及ぶおそれがある。

発注者

契約書に予備的経費に関する事項を明記

価格変動に伴う請負代⾦の変更条項の契約書への明⽰
法定記載事項として「価格変動等が生じた場合に、請負代金の額又は工事内容をどのよう
に変更するかの定め」を置くべきことを明確化

当事者間での誠実協議
請負代金や工期に影響を及ぼ
す事象で当事者の責に帰さない
ものが生じた場合、受注者・注
文者双方が誠実に協議を実施

⺠間事業者への勧告等
 法第19条の３（注文者による不当に低い請負代金の禁止）違反への勧告対象に民間事業者を含める
 請負契約の締結状況について広く情報を調査・整理した上で、公表。不適切な契約に是正措置を講ずるための組織体制を整備

受注者（元請）

見積精査
契約交渉

工事契約見積り提示 請負代金内訳書
変更契約
精算

受注者によるリスク情報提供の義務化
建設工事に影響を及ぼす事象に関する情報
の受注者からの提供を義務化

見積り要請

今後のイメージ（建設工事における契約プロセス例）

(1)①

オープンブック・コストプラスフィー方式注１の標準請負契約約款の制定(1)③

(1)②

(2)②

(３)①

(3)②

⺠間⼯事標準約款注２の利⽤促進(2)①

１）契約における情報の非対称性の解消、２）価格変動等への対応の契約上での明確化、３）当事者間でのコミュニケー
ションを制度的に担保することで、契約の透明化と当事者間での協議を通じたリスクへの対応を実現

現状・課題

※ 契約形態に応じた対応や設計変更等に関する責任分担のあり方についても整理が必要

（注１） 工事に係る支出（コスト）を受注者が開示すること（オープンブック方式）で実費精算とし、これにあらかじめ合意された報酬（フィー）を加算して支払う方式 （コストプラスフィー方式）。

（注２） 民間建設工事標準請負契約約款。同約款（甲）第31条において、請負代金額の変更を求め得る場合を規定。

受注者

注文者
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２．適切な労務費等の確保や賃金行き渡りの担保

 労務費等の見積りが曖昧なまま工事を受注した場合、適切な賃金の原資を確保できないおそれがある。また、技能労働者の賃金を能力や経験が
反映された適正な水準に設定しようとしても、相場感が分からず取組が進まない。

 労務費は、短期的な市況の影響を受けやすく、累次の下請契約等が繰り返される中で、適切な工事実施に必要で、かつ、中長期的にも持続可能
な水準の労務費が確保されにくい。この結果、現場の技能労働者への行き渡りも徹底されにくい。

現状・課題

対応の⽅向性

今後のイメージ

（
専
門
工
事
会
社
）

（注３）標準労務費

適切な工事実施のために計上されるべき、中長期的にも持続可能な水準の標準的な労務費。
請負契約締結の際に労務費の相場観を与える役割をもたせ、廉売行為を規制するに当たっての参考指標としても用いる。

適切な労務費が下請契約等において明確化されるルールを導入しつつ、不当な安値での受注を排除していくことで、

技能労働者の能力や経験に応じた適切な賃金の支払いや処遇の改善（賃金の行き渡り）を実現する。

建設業者に対し、労働者の適切な処遇
確保に努めるよう求める

発
注
者

中建審による標準労務費注３の勧告

適正な賃⾦⽀払いへのコミットメント
や賃⾦開⽰に関する合意

標準労務費

CCUSレベル３年収

CCUSレベル４年収

CCUSレベル２年収

CCUSレベル１年収

技能労働者の賃金

レベル別賃⾦目安に基づいて企業
内で賃⾦を分配適切な⽔準の賃⾦等の⽀払い確保

元
請

下
請

受注者における不当に低い請負代⾦の禁⽌

(1)

(2)

(3)

※ これらを担保する措置の一環として、まずは公共工事において賃金支払い及び社会保険加入状況の実態を適切に把握する取組を検討

（
専
門
工
事
会
社
）
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対応の⽅向性

３．魅力ある就労環境を実現する働き方改革と生産性向上

 適切な工期が確保されない場合、技能労働者の就労環境が悪化するおそれがあるのみならず、施工品質や安全面にも影響が生じる可能性が
ある。また、週休２日の実現や令和６年４月から適用される罰則付き時間外労働規制への対応が急務。

 働き方改革の推進には、事務作業等の効率化が不可欠であるが、これに効果を発揮する情報通信技術の活用が十分に進んでいない。このこと
は、施工体制管理のさらなる徹底を図る上でも課題。

受注者による著しく短い⼯期での契約締結の禁⽌

注⽂者による著しく短い⼯期での契約締結の禁⽌（現⾏建設業法第19条の5）

建設⼯事現場を適切に管理するための指針の作成
国が作成、特定建設業者に同指針に則した現場管理に努めるよう求める※

発
注
者

元
請 下

請

（
専
門
工
事
会
社
）

監理技術者等の専任制度等の合理化
一定の遠隔施工管理等を行う場合、監理技術者等が２の専任現場を兼任すること等を可能とする

(1)① (2)①

(2)②

今後のイメージ

※ 例えばCCUSのように、本人認証や真正性を確認済の情報等を備えたシステムを活用可能とすることで、施工体制の確認やその管理等を徹底していく

建設生産プロセス全体を通じた適切な工期の確保を徹底するとともに、情報通信技術の活用等による生産性の向上を
図ることにより、他産業と比較しても働きやすく、魅力的な就労環境を実現する。

現状・課題

労働者のワークライフバランスを実現する働き方改革に関する施策の検討
工期に関する基準や労働基準法等の関連施策を周知する他、勤務間インターバル制度等働き方改革に資する先進的な取組の普及方策を検討

(1)②
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

CCUSの就業履歴蓄積と能力評価の加速化に
向けた更なる取組強化
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どんな現場でも、技能者が就業履歴を蓄積できる環境整備 技能者の能⼒評価の促進

CCUSの就業履歴蓄積と能⼒評価の加速化に向けた更なる取組強化

就業履歴を蓄積できる環境の整備

○ 来年４⽉から、原則としてCCUSに蓄積された就業履歴によらなければCCUSの能⼒評価の年数に加算されなくな
ることを踏まえ、令和５年度を「CCUS能⼒評価躍進の年」となるよう、業界と一体となって取組を加速化

※ CCUSの運営主体である建設業振興基金と能力評価の実施について円滑な連携が図られるよう、推進体制（ＣＣＵＳ能力評価推進協議会）についても整備

◎能⼒評価基準が策定されていない分野について専門
⼯事業団体による基準作成等に対して⽀援

未設置現場向けのメールでの専用窓口の設置

◎元請会社には、現場でのカードリーダー等の設置を進めていただくよう、お願いします。
◎業界団体の皆様には、技能者の能⼒評価の周知・普及を進めていただくようお願いします。

◎「現場にカードリーダーがない」という場合に、技能者や下請から
のメール専⽤窓口を振興基⾦に開設。

（相談内容に応じた元請向けの情報提供等のサポートの実施、
上記のカードリーダーの無償貸与等を周知）

◎ 市販の安価なカードリーダーでも対応可能なシステムや安価に
電話で就業履歴が蓄積できる実験的取組を本年中に提供開始

◎カードリーダーがなくても、iPhoneにより就業履歴が蓄積できる
よう、調査結果を踏まえ来年度早期のシステム供用開始を目指す

◎CCUS新規登録事業者にカードリーダーの無償貸与を実施
（建設業振興基⾦にて継続）

基準未策定となっている分野の評価基準の整備

◎技能者登録と同時に能⼒評価に応じたカード発⾏を可能と
するよう、「ワンストップ申請」を来年４⽉目途に供用開始

技能者登録の際にワンストップでレベル評価

【その他の取組】
〇 カードリーダーの購⼊等に係る経費を助成する厚労省の助成⾦（2/3補助）の活⽤
〇 元請業者に対しては、施⼯体制登録など現場の手間を削減するような⽀援

【その他の取組】
〇 地域の公共土木で職種横断的に現場を担う技能者の評価の在り⽅について、基準の策定を視
野に⼊れた実態把握・検討

申請数増加に向けた専門工事業団体への⽀援
◎評価申請を増進するため、専門⼯事業団体による能⼒
評価実施体制の整備や周知活動に対して⽀援
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令和５年９月末 現在

一般社団法人群馬県建設業協会の活動状況

Ⅰ．行動指針2023 …P. 1

Ⅱ．働き方改革実現に関するアンケート調査 …P. 3

Ⅲ．建設業における外国人の雇用に関するアンケート調査 …P. 7

Ⅳ．ガソリン等の燃料価格の値上がりに関する緊急アンケート調査 …P.10

Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き …P.12

Ⅵ．地域を守る建設業 …P.18

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より） …P.23

（一社）群馬県建設業協会

国土交通省関東地方整備局との意見交換会
令和５年１０月２日(月) 午後３時３０分～ 於 群馬コンベンションセンター(Ｇメッセ群馬)３階３０２中会議室

協会資料－１
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Ⅰ．行動指針2023
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Ⅰ．行動指針2023

行動指針2023
行動指針2016（生産性革命元年）
「『入ってみたい建設業』から『入ってよ
かった建設業』へ」

行動指針2017（生産性革命前進の年）
「ワクワクする建設業」

行動指針2018（生産性革命深化の年）
「『入ってみたい建設業』から『入ってよ
かった建設業』へ」～３アップ活動の展開
／やりがい・報い・見通し～

行動指針2019（生産性革命貫徹の年）
「地域で人を育て 人が育つ建設業協会」

行動指針2020
「人を育て 生産性を高め 災害に備える建
設業協会」

行動指針2021
「UP DATEする 地域を守る建設業の『３つ
の備え』」

行動指針2022
（インフラ分野ＤＸ挑戦の年）

■「誇り」とは…一般市民に対して胸を張れること
■「魅力」とは…一般市民が働く人々の「誇り」「やりがい」を感じ、
好意的な関心を持つこと

■「やりがい」とは…働く人々が仕事を通じて満足できること

ざっくり言うと☞

P.261
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Ⅱ．働き方改革実現に関するアンケート調査
（R4.9月・R4.11月・R5.1月・R5.4月 計4回実施）
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Ⅱ．働き方改革実現に関するアンケート調査

基本事項（労基法就業規則）の確認乗り越えるべき課題の整理

調査期間：令和5年1月10日～1月16日

調査対象：（一社）群馬県建設業協会 会員企業269社

回答数：241社／回答率89.6％

調査期間：令和4年9月20日～9月26日

調査対象：（一社）群馬県建設業協会 会員企業270社

回答数：243社／回答率90.0％

書類作成業務の実態把握

調査期間：令和4年11月7日～11月11日

調査対象：（一社）群馬県建設業協会 会員企業269社

回答数：226社／回答率84.0％

①協定を締結し

ている

49.4%②臨時的に時間

外労働する必要

がないので締結

していない

29.0%

③締結する必要があ

ると思っているが締

結していない

10.0%

④特別条項を知らないので締

結していない

11.6%

特別条項付き36協定締結の有無

1255社

1060社

522社

332社

26社

①書類が多い

②現場優先なので書類作成する

時間が足りない

③発注者によって書類が不統一

④担当者によって書類が不統一

⑤その他

働き方改革の観点から
公共工事の工事書類に関する主な課題

① 現時点で達成

できている

39.5%

② 現時点で達成できな

いが、2024年4月まで

に達成できそうである

32.5%

③ 現時点で達成できなく、

取り組んでいるが2024年4月

までに達成できそうもない

24.7%

④ 現時点で達成できなく、

どのように対応したら良いか

解らないので、2024年4月ま

でに達成できそうもない

3.3%

労働時間の上限規制について
現時点での達成状況と見通し

働き方改革実現に関するアンケート調査
その１

働き方改革実現に関するアンケート調査
その２

公共工事の工事書類作成に関する
アンケート調査

図１：働き方改革実現に向けてのダイアグラム 図３：３社協議の開催を提案図２：書類作成工期を提案

R4.9月（Step 1） R4.11月（Step 2） R5.1月（Step 3）
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技術者の時間外労働の実態調査
調査期間：令和5年4月13日～4月24日 調査対象：（一社）群馬県建設業協会 会員企業269社 回答数：170社／回答率63.2％

～360時間

85.8%

361時間～

14.2%

残業なし

16.1%

1～99時

間

30.1%

100～199時間

16.1%

200～299

時間

300～

399時間

9.4%

400～499時

間

500～599時間

3.1%
600時間～

4.3%

(1)R4年度の1年間で行った時間外労働

54.3%

88.5%

89.8%

75.0%

85.8%

45.7%

11.5%

10.2%

25.0%

14.2%

国土交通省

群馬県

市町村

その他

全体

～360時間 361時間～

(2)R4年度の時間外労働（発注者別）

60.8%

20.8%

16.5%

29.2%

12.2%

19.9%

25.5%

10.0%

3.0%

16.8%

5.8%

① 発注者向け書類の業

務が多い

② 本来、発注者側で行

うべき資料作成等の業…

③ 当初契約の工期が厳

しい

④ 配置する人員が少な

い

⑤ 緊急な対応が多い

⑥ 社内書類等の事務処

理業務が多い

⑦ 現場の性格上、早

出・残業する必要がある

⑧ 外注会社、協力会社

に管理能力がない

⑨ 残業手当をあてにし

た生活設計をしている

⑩ 残業していない

その他

(3)年間を通じて時間外労働を行った理由
（5つ以内選択）

31.9%

30.7%

23.2%

25.5%

19.2%

5.1%

6.5%

34.5%

40.0%

13.7%

38.6%

3.2%

8.9%

4.0%

① 設計図書の照査･確認(現
場との整合性や条件明示の…

② 施工計画書の作成

③ 施工体制書類の作成（台
帳、体系図、名簿）

④ 工事打合せ簿の作成

⑤ 安全管理関係書類（保安
施設設置、安全教育等）

⑥ 建設副産物関係（産業廃
棄物マニフェスト、残土処…

⑦ 材料承認関係書類

⑧ 出来形管理

⑨ 出来形数量計算

⑩ 品質管理

⑪ 写真整理

⑫ 創意工夫の関係書類

⑬ 関係機関（警察、役所、
住民等）への協議・説明資…

その他

(4)特に負担が大きい書類業務は何か
（5つ以内選択）

100.0%

100.0%

97.1%

92.6%

92.3%

92.0%

91.2%

90.0%

88.2%

86.7%

85.7%

85.0%

83.8%

79.1%

78.1%

70.0%

0.0%

0.0%

2.9%

7.4%

7.7%

8.0%

8.8%

10.0%

11.8%

13.3%

14.3%

15.0%

16.2%

20.9%

21.9%

30.0%

⑧ 舗 装 新 設 工 事

⑮ 上 水 道 工 事

⑦ 舗 装 補 修 工 事

② 土 木 ・ 道 路 新 設

工 事

⑥ 土 木 ・ 砂 防 工 事

⑭ 下 水 道 工 事

① 土 木 ・ 河 川 工 事

⑤ 土 木 ・ 橋 梁 補 修

工 事

③ 土 木 ・ 道 路 拡 幅

改 良 工 事

⑩ 団 地 造 成 工 事

⑪ 建 築 ・ 新 築 工 事

⑬ 維 持 工 事

そ の 他

⑫ 建 築 ・ 補 修 、 補

強 工 事

⑨ 農 業 土 木 工 事 ・

森 林 保 全 工 事

④ 土 木 ・ 無 電 柱 化

工 事

～45時間 46時間～

(5)1ヶ月の時間外労働時間（工種別）

残業時間少ない

働き方改革実現に関するアンケート調査その３

R5.4月（Step 4）

Ⅱ．働き方改革実現に関するアンケート調査
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R5.5.26 日刊建設工業新聞

≪参考≫

４県（鹿児島、滋賀、長野、群馬）合同による
「働き方改革実現に関するアンケート」調査結果

および提言と要望の発表
（令和5年7月13日 全国建設業協同組合連合会）

R5.7.18 日刊建設工業新聞

いくつかの県が同様の趣旨で
まとまって発表することによ
って、幅広く、中身の濃い要
望活動につながる。

ざっくり言うと☞

Ⅱ．働き方改革実現に関するアンケート調査
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Ⅲ．建設業における外国人の雇用に関するアンケート調査
（R5.5月実施）
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Ⅲ．建設業における外国人の雇用に関するアンケート調査

① 外国人を雇用する

予定（継続含む）

18.5%

② 外国人の雇

用を検討する

（現在は雇用

していない）

13.7%
③ 外国人を雇用しない

（検討もしていない）

42.1%

④ 分からない

25.8%

① 雇用したことがない

71.7%

② 以前、雇用したが、

現在は雇用していない

10.3%

③ 現在、雇用している

18.0% 1人

19.7%

2人

18.2%

3～5人

27.3%

6～9人

19.7%

10～19人

12.1%

20人以上 3.0%

1人

33.3%

2人

19.0%

3～5人

42.9%

6～9人 2.4%
10～19人 2.4% ① 技能実習１号

15.7%

② 技能実習２号

26.1%

③ 技能実習３号

7.2%
④ 特定技能１号

2.3%
⑤ 特定技能２号 0.0%

⑥ その他

30.1%

不明

18.6%

これまでに雇用した
外国人の最終在留資格

現在雇用を継続している
外国人の人数

これまでの外国人雇用の
トータル（累計）人数

外国人の雇用について

現在雇用している技術者と技能
者の人数（日本人と外国人の合計）

国が見直しを進めている
外国人の雇用制度に望むこと

今後 外国人の雇用を行う予定現在雇用していない理由（問１

で①または②を選択した場合に回答）

68.3%

25.1%

26.3%

32.9%

9.0%

54.2%

12.5%

16.7%

41.7%

29.2%

① 日本の人材を優

先している

② 外国人を受け入

れるための手続きが

煩雑だから

③ 外国人のための

環境づくりが面倒だ

から

④ 期限付きの雇用

では育成ができない

⑤ その他

① 雇用したことがない

② 以前、雇用したが、現在は雇用していない 49.4%

40.8%

35.6%

36.5%

15.5%

① ある程度の日本語能
力を備えた外国人が来日
するような制度とする

② 来日後の外国人の日
本語教育などの様々な支
援費用は受入れ企業の負
担となっており、それ…

③ 県や市町村において
外国人労働者の生活環境

の整備をお願いする

④ 受け入れ企業が行う
べき手続きを簡素化する

⑤ 外国人を雇用する企
業に対して何かインセン

ティブが欲しい

技術者数

70.2%

技能者数

29.8%

10割

18.0%

7～9割

22.3%4～6割

48.5%

1～3割

11.2%

技術者と

技能者の

割合

技術者の

割合順

現在 雇用している企業が１８％、

以前 雇用していた（約１０％）を含

めても約２８％とそれほど多くない

状況。雇用人数は、５人以下が約７

割となっている。

技能実習２号が約２６％と最も多

く、次いで技能実習１号が約１６

％となっている。一旦帰国が必要

な技能実習３号は約７％と少ない

状況。また特定技能については約

２％と非常に少ない状況。

「④期限付きの雇

用では育成できな

い」という回答は

「以前 雇用したが

現在 雇用していな

い企業」から多く

出されている。

継続を含んで予定しているが約１８％で、雇

用を予定しているが約１４％となり、合計し

ても約３２％とそれほど多くない。ただ分か

らないと回答したのが約２６％もあり、外国

人の雇用を迷っている状況が解る。

問
1

問
2

問
3

問
4

問
5

問
6

問
7

問
8

調査期間：令和5年5月24日～31日（R5.5.1時点の雇用状況） 調査対象：（一社）群馬県建設業協会本部会員 269社 回答社数：233社（回答率86.6％）
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調査期間：令和5年5月24日～31日（R5.5.1時点の雇用状況） 調査対象：（一社）群馬県建設業協会本部会員 269社 回答社数：233社（回答率86.6％）

Ⅲ．建設業における外国人の雇用に関するアンケート調査

外国人の雇用に関する自由意見（今後の外国人の雇用に関する予定別）

① 外国人を雇用する予定（継続含む）
・少子高齢化による労働不足が予想される昨今、外国人労働者は必要不可欠である。そのため雇用手続きなどより簡素化し、雇用を続けやすい環境づくりをお願いする。
・入国後、会社側の負担が多いので、助成金などがあるといい。
・雇った会社に経営審査で加点してほしい
・技能実習生ではなく労働者として受け入れができる環境をもっと整えてほしい
・外国語で技能講習、特別教育を受講できる施設・機関を増やして欲しい。

② 外国人の雇用を検討する（現在は雇用していない）
・今後の事業継続のためには外国人雇用の必要性の認識はありますが、雇用に向けた具体的な活動はしていません。
・建設業の担い手不足のため、積極的な雇用を検討する時期になると思います。
・外国人雇用を進めるきっかけとしてのインセンティブがあると、人手不足にある企業も重い腰をあげて動きやすくなると思います。
・品行方正な外国人を雇用したい。
・外国人の建設技術者を受け入れ雇用できる環境整備の拡充を希望します。

③ 外国人を雇用しない（検討もしていない）
・建設現場で従事する為には、ある程度の特別教育や技能講習の資格を取得させる必要があるため 日本語能力がある外国人であって欲しい。資格等取得の為に通訳を雇う等 教育コ

スト大きく、実習記録や日誌、送込み機関の報告・検査、文化の違いによる生活面のサポート等、受入側の日々の負担も大きかった。
・雇用をしても数年経つと帰ってしまうので、長期滞在できるシステムにして欲しい。
・建設業が長い間基幹産業として継続してきた基本に戻って国内で良い人材を確保したいし、不足してきた理由を改善すべきが優先だと思います。
・語学力・就業に対する基礎知識、生活環境の違い等、事前に学習をしてもらう事。また、犯罪に走る技能者がいるが、国県市等での定期的な確認等行ってもらう事など、両者が

安心して雇用・就労が行える環境整備が必要かと思う。
・以前、外国人と働いたことがありますが、まず仕事に対する考え方の違いを感じました。仕事に於いてのコミニケションは一切取らない等。みんながみんなそうではないと思い

ますが、あまりにも勝手な人が多くて良い印象がありません。
・これから雇用人数が減少していく中で、外国人雇用は大事なことと思います。受け入れを必要としている企業だけでなく、国や県市町村といった機関での支援や助成制度等を見

直ししていただければと感じます。

④ 分からない
・当社の建築工事は、殆ど元請けです。現場監督が出来る実習生が欲しいです（主任技術者）。土木工事も同じです。また、土木工事に関しましては、技能者も欲しいと思ってい

ますが土木全般です。専門職でなくても外国人実習生を雇える環境にして欲しいです。
・資格取得に際しての支障の有無など、こちらの勉強不足では有るが判らない事が多すぎて検討段階まで進んでいません。
・人材確保が困難なうえ、育成にも苦労しています。そのような状況なので、今後外国人の雇用も視野に入れていかなければならないと思っています。
・現行制度は現代版徴用工であり、技能者を送り出す国々の国民が日本に抱く感情を悪化させています。受け入れ企業の相手への敬意や文化への理解が不足し、ただ単に労働力と

してみていないことがすべての元凶です。また、それを斡旋する送り出し機関等は猛省すべきであり、未来に対する責任は免れません。しかし、すべては人材育成をおざなりに
してきた政策と業界団体の責任と思っております。

・少子化の現況を踏まえると、いずれ必ずどの産業でも外国人の力に頼らざるを得ないと思います。ただその判断が、今なのか、来年なのか、悩ましいところで、技術者が必要な
弊社などは、しばらく先になると思います。

・言語の壁・文化の違い・不正雇用や労働搾取等の問題があるため、ある程度母国で教育し、日本に来てからも県や市町村が教育やサポートできる環境を望みたい

問
9
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Ⅳ．ガソリン等の燃料価格の値上がりに関する緊急アンケート調査
（R5.8月実施）
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Ⅳ．ガソリン等の燃料価格の値上がりに関する緊急アンケート調査

調査期間：令和5年8月18日～24日 調査対象：（一社）群馬県建設業協会本部会員 268社 回答社数：219社（回答率81.7％）

P.11

車社会である群馬県の中小建設業が、ガソリン等の燃料価格の高騰により大きな影響を受けていることが解った。燃料価格の高騰に伴
う物価上昇により価格転嫁しづらい民間建築の冷え込みも懸念している。現在、政府が対応策を検討しており、まずは補助金の延長が
想定されるが、補助金額や期間などのスキームについて、しっかり検討してほしい。また、以前から課題となっている「トリガー条項
の発動」や「消費税の扱い」についても議論を進めて頂く必要がある。

令和５年５月下旬からガソリンや軽油等の燃料価格の値上がりが止まらない状況のため、建設業の影響について緊急アンケートを実施

70



P.12

Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き
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Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き

１．新入社員研修／令和5年4月12日・13日

■技術者はもちろんのこと、技能者や事務関係者など、幅広い分野の新入社員が参加
■社会人としての必要な知識・マナーを習得し、１日も早く建設業界の第一線で活躍する

人材となることを目指す研修

ざっくり言うと☞

■群馬県建設業協会と群馬県建設産業団体連合会との共催
■平成２６年から実施（Ｒ２年度はコロナ禍で中止）

■令和３年度、４年度に続き、感染防止対策を講じながら２日間に分散し開催
■令和５年度で９回目（参加者１２５名）

P.1372



２．山本群馬県知事 各支部巡回講演会／令和5年5月27日・6月5日

■防災・減災・国土強靭化、「災害レジリエンス№１」を目指し、協会員が一丸となる

ざっくり言うと☞

■令和４年７月の出馬表明を受け、推薦状を提出
■２日間かけて知事と一緒に１２支部を回り講演会を開催
■コロナ禍においては、全国に先駆けて建設業を「エッセンシャルワーカー」として認定した知事
■地方創生につながるイベント企画やフィンランド視察についても紹介

沼田支部 吾妻支部 渋川支部 藤岡支部 富岡支部 安中支部

P.14

Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き

前橋支部 高崎支部 伊勢崎支部 太田支部 館林支部 桐生支部

5月27日

6月5日
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３．第３５回 道路クリーン作戦／令和5年5月30日（ゴミゼロの日）

■県下一斉に実施
■道路清掃、ゴミ･空き缶除去、カーブミラー清掃
■作業実績 ・作業人数：1,798人 ・回収量：不燃物：3,731㎏，可燃物：6,096㎏
■ 「ぐんケン見張るくん」を使った災害訓練とTwitterによる作業状況の投稿
・清掃作業を災害パトロールに見たてて情報送信
・「ぐんケン見張るくん」への総投稿数：972件

■環境すみずみパトロール隊(ＧＫＧ）安全点検実施
・清掃活動の安全点検を実施
・建設現場環境の整備と事故防止を推進する
・参加人数：129名

■昭和６３年から毎年実施（今年で３５回目）
■県内の道路環境を整える取り組みとして高い評価
■群馬県や国土交通省などの行政も一緒になって参加する取組みに成長

ざっくり言うと☞

P.15

R5.5.30 群馬TV「 ニュースJUST6」

各地で環境すみずみパトロール隊も参加

Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き
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４．上毛新聞一面広告（令和5年5月30日掲載）

■働き方改革を踏まえ、建設業がイキイキとしたやりがいのある業界と
して大きく前進していくことを発信

ざっくり言うと☞

■道路クリーン作戦に際して、一般紙である「上毛新聞」に広告掲載
■県内で購読者の多い一般紙に掲載することで、建設業の取組みを広
くアピール

■㈱ワーク・ライフバランスの浜田取締役との対談記事
■対談テーマは行動指針2023「新３Ｋ＠かっこいい」

（記事より抜粋）

青柳：土木学会の「働き方改革特別小委員会」の議論が来年４月から始まる「長時間労働
の上限規制」の問題を考えるうえで役に立ちます。「規制」といいますからマイナスのイ
メージを抱きがちですが、要は「メリハリのある、生き生きとした働き方を進めていこ
う」といったことが目的です。昨年９月から協会では、会員の時間外労働の実態、災害時
などの時間外規制の適用除外の問題、法整備の周知など幅広くアンケート調査や提言を繰
り返してきました。新年度に入り、技術者向けに工事現場での書類作成のための時間がど
れだけ負担になっているか実態調査し、提言として発表しました。

浜田：働く時間の中で、付加価値を生み出す時間は増やしたい、そうでないものは減らし
たい、というふうに、時間の使い方を変えていくことで生産性が上がっていきます。書類
作成の負担が減ると、その分帰れるしもっとやりたかった仕事ができるようになる、より
集中して仕事ができて…、と、好循環にもっていくイメージを持っています。
東芝プラントシステムでは情報共有と整理を行ったところ、書類が63％削減でき、作業時
間は53％削減されました。現場は問題点を自覚しても修正する権限がなく、権限のある部
署は実態を把握していないという状況になりがちなところを、現場が主体的に声を上げる
ことで連携を促し解消したのです。
こと変革につきものの垣根を越えていく取り組みを、土木学会の議論の中では目指してい
きたいですね。

青柳：一品一品現地生産といった特殊な事情が建設業にはあります。それでも問題点はか
なり整理されて来たような気がしています。書類作成工期などをもう一度洗い直し、現場
で働く技能労働者の「賃金アップ」につながるための方策、そしてワークライフバランス
を考えた働き方がじわじわと広がっていくことが出来れば、２０２４年問題をきっかけに
魅力ある建設業に大きく前進してくるものだと期待しています。

２０２４年問題向け働き方改革を

P.16

R5.5.30 上毛新聞

Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き
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■各支部で実施した県土整備部長との意見交換会の成果をさらに高めるため実施。
■群馬県知事同席のもと、県県土整備部長から各質問・要望に対する回答書を受領予定
。

５．令和５年度 群馬県県土整備部長との意見交換会／令和5年6月19日～

■令和５年度は６月１９日の沼田支部を皮切りに全支部において対面で実施（令和元年度から令和３年度まではコロナ禍によりWEBを
使いながらの少人数開催）

≪参考≫ 令和５年度総括意見交換会(R5.11.2 開催予定）

R5.6.19 沼田支部 R5.6.23 伊勢崎支部 R5.6.23 館林支部 R5.6.27 安中支部

R5.6.29 太田支部 R5.6.29 桐生支部 R5.7.3 吾妻支部

R5.7.5 前橋支部 R5.7.5 藤岡支部 R5.7.12 高崎支部 R5.7.12 富岡支部

R5.7.3 渋川支部

Ⅴ．令和５年度のこれまでの動き
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Ⅵ．地域を守る建設業
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１．ＣＳＦ豚熱防疫作業（令和2年9月の県内初感染以降、9回発生）

■協定に基づき防疫作業実施
・特定家畜伝染病発生時の防疫業務に関する基本協定（H21～）
・特定家畜伝染病発生時における埋却処分に関する協定締結（H23～）

群馬県知事から感謝状(本部) 群馬県農政部長から感謝状(防疫作業従事支部)

【 日刊建設通信新聞 令和３年４月６日 】各地域の対策本部

2022年(令和４年) ４月 太田市、５月 桐生市、 ６月 桐生市、 ９月 板倉町
2021年(令和３年) ４月 前橋市、８月 桐生市、１０月 前橋市、１１月 桐生市
2020年(令和２年) ９月 高崎市

（県内９例目：板倉町）
令和４年９月２０日(火)、板倉町内の農場において豚熱(CSF)の患畜が確認

頭数 ６６０頭
防疫業務 ７日間 会員企業延べ１１社１４４名

（県内８例目：桐生市）
令和４年６月１４日(火)、桐生市内の農場において豚熱(CSF)の患畜が確認

頭数 ５，２３２頭
防疫業務 １１日間 会員企業延べ６０社１６５名

（県内７例目：桐生市）
令和４年５月１０日(火)、桐生市内の農場において豚熱(CSF)の患畜が確認

頭数 ５，５００頭
防疫業務 ８日間 会員企業延べ３１社９４名

（県内６例目：太田市）
令和４年４月２２日(金)、太田市内の農場において豚熱(CSF)の患畜が確認

頭数 ３，０３５頭
防疫業務 ９日間 会員企業延べ６３社２２１名

（県内５例目：桐生市）
令和３年１１月２６日(金)、桐生市内の農場において豚熱(CSF)の患畜が確認

頭数 ２,６３２頭
防疫業務 ９日間 会員企業延べ２７社７６名

（県内４例目：前橋市）
令和３年１０月１９日(火)、前橋市内の農場において豚熱(CSF)の患畜が確認

頭数 ３,９４０頭
防疫業務 １３日間 会員企業延べ４４社２５０名

（県内３例目：桐生市）
令和３年８月７日(土)、桐生市内の農場において豚熱（CSF）の患畜が確認

頭数 ６,０６８頭
防疫業務 １９日間 会員企業延べ１１５社３３８名

（県内２例目：前橋市）
令和３年４月２日(金)、前橋市内の農場において豚熱（CSF）の患畜が確認

頭数 １０,２０７頭
防疫業務 １６日間 会員企業延べ５９社３７５名

（県内１例目：高崎市）
令和２年９月２６日(土)、高崎市内の農場において豚熱（CSF）の患畜が確認

頭数 ５,８８７頭
防疫業務 １２日間 会員企業１５社延べ３１６名

Ⅵ．地域を守る建設業
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各地域の対策本部

２．高病原性鳥インフルエンザ防疫作業（令和5年1月中に3例発生）

Ⅵ．地域を守る建設業

■協定に基づき防疫作業実施（豚熱と同様）
■2例目 前橋（447.9千羽）、 3例目 前橋（55千羽）

R5.1.23 日刊建設工業新聞

P.2079



▪備蓄しやすい大きさとかたち

▪組立て簡単20分！
▪再生可能な地球環境資源にやさしい素材

▪ビニールテープや金属は使わずに組立て
▪屏風とリブで丈夫、ぐらつかない壁
▪山形の形状によりスケール感がわかりやすい

▪陰影が退屈にならない壁
▪壁をつなぐリブにはハンガーを掛けたり、クリップ

や照明を取り付けることが可能
▪ベッドや椅子などで自分スペースのアレンジ自在
▪ユニットを結合したり、30㎝きざみで拡張できるため、

目的に合わせてスペースを変更可能
▪避難所以外にも転用可能（休憩所などの間仕切り）

■特別企画展 令和5年8月26日（土）～28日（月） 国営東京臨海広域防災公園にて開催

■避難所の３密対策「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」の特徴

各地域の対策本部

３-１．避難所の３密対策「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」～「関東大震災100年シンポジウム」 特別企画展への出展

Ⅵ．地域を守る建設業

≪参考≫「KAMKIKABE」を通した活動

【組立て訓練実施】
R2年7月～ 県内28拠点において実施

【被災地への提供】
R2年7月の豪雨被災地（福岡・熊本・鹿児島）に、道の駅、

全国建設業協同組合連合会と協力し100セット提供

【危機管理産業展2020出展】
R2年10月21日～23日 東京ビッグサイト

R2.7.17 熊本県水俣市

R2.7.17 嬬恋村

国土交通省リーフレットより

R2.7.18 鹿児島県垂水市

R2.10.18 沼田市女性消防隊
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■特別企画展 令和5年8月26日（土）～28日（月） 国営東京臨海広域防災公園そなエリアにて開催

各地域の対策本部

３-２．避難所の３密対策「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」～「関東大震災100年シンポジウム」 特別企画展出展概要

Ⅵ．地域を守る建設業

P.22

関東大震災から100年をきっかけに「避難所先進国」へ

避難所にも新３Ｋ「快適」「簡単」「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」
～地域を守る建設業からの提案～

令和５年(９月１日)は関東大震災から100年を迎え、災害に対する備え
は「わがこと化」することにより具体的な方策が見える。今回、地域を守
る建設業として積み上げてきた「災害対応組織力の備え」として、災害時
の避難所の在り方について具体的な提案をした。３年前、自然災害と新型
コロナによる感染症の複合災害を防ぐため、避難所の３蜜対策として、Ｋ
ＡＭＩＫＡＢＥを発表した。「乱雑になりがちな避難所生活を少しでも向
上していこう」、「感染症対策と一体になって避難所のスタイルを群馬か
ら変えよう」といった地域を守る建設業ならではの「住まい方目線」から
の提案でした。高さ１．５ｍの屏風状の段ボールで、横２．１ｍ×２．１
ｍの正方形の単位で体育館や集会所などの大きな空間を「壁で仕切る」と
いった個人単位の避難を想定していた。

今般、新型コロナの対応も変わり、大規模災害時の避難の形も個人か
ら親戚・家族・友人といった複数人のためのスペース確保へと変わってき
ている。

大空間に集団で避難する日本の避難所形式を踏まえて、「簡単」に結
合・拡張といった組み立てが出来るＫＡＭＩＫＡＢＥの特徴を生かしなが
ら、「快適」な避難所生活を目指そうといった提案とした。コンセプトは
、メッセ―ジが分かりやすく伝わるようにと「避難所にも新３Ｋ、快適・
簡単・ＫＡＭＩＫＡＢＥ」である。

ビジュアルで分かりやすく伝わるようにとＣＧを駆使した動画製作に
取り組んだ。動画製作全体の章立ては、「現状把握による問題提起」、「
避難所の３Ｋの提案」、「結合・拡張に的を絞ったＫＡＭＩＫＡＢＥの特
徴と避難所生活スタイル」、そしてまとめとして「組み立て訓練を通した
建設業界と地域の連携の強化」と「乱雑な形が整えられた避難所の提案」
である。

関東大震災から１００年をきっかけに避難所の「連携・実践・わがこ
と化」、避難所の先進国へと踏み出すきっかけになればと取り組んだので
ある。

避難所の間仕切り「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」を説明

「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」の中で撮影

青柳会長斉藤
国土交通大臣
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Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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土木技術者コース

第1回 10月14日(金) 開講式 ・ 建設技術者に必要なヒューマンスキル

第2回 10月26日(水) 土木技術の基本

第3回 11月17日(木) UAV(ドローン)の活用

第4回 11月22日(火) 測量測位の新技術「GNSS」

第5回 11月29日(火) コスト削減と工程管理

第6回 12月07日(水) TLS活用と点群処理

第7回 12月16日(金) ３次元CADとVRの活用

第8回 12月22日(木) DX時代の建設技術者

(一社)群馬県建設業協会モデル

■Ｏ－ＪＴ…先輩の背中から学ぶ
・施工現場から学ぶ・現場の段取り・技術の伝承

■Ｏｆｆ－ＪＴ…計画だった研修
・新入社員研修・ＩＣＴ土工研修・フォローアップ研修
・リカレント研修

■評価…習得した技術を評価してもらう
・施工技術発表会・工事成績・銘板設置
・グループ討議、技術者のネットワークの構築

企業単独では行うことが難しい「リカレント研修」を東
京に行かなくても、群馬にいながらにして学べるスキルア

ップ研修（入社3年～5年程度の技術者対象）
グループ学習形式により受講者のコミュニケーションが

図られ、同世代の仲間が増える！

R４年 第1回
建設技術者に必要なヒューマンスキル（R4.10.14）

研修日程／令和４年度

受講生の数 平成３０年度受講生３２人 / 令和元年度受講生２８人 / 令和２年度受講生１９人 / 令和３年度受講生１２人 / 令和４年度受講生１４人 合計１０５人

一般社団法人 群馬県建設業協会 モデル

今年度で５年目を迎えたリカレント研修を開始。「東京に行かなくても地域でそれ以上の研修が受けられる」といったことが基本の考え方で、
新しい建設会館を使った研修で、今回も行政の人たちにも出入り自由の見学参加を頂いております。(オープンスクール形式)

前年のカリキュラムを見直してより一層受講生が興味をひくような最新技術研修を取り入れ、グループ別の研修を採用することにより、技術者
同士のネットワークも出来、お互いの刺激に繋がります。

今まで累計１０５名が受講しており、３５歳以下の県内若手技術者の１９．１％にあたります。
【考え方をまとめるダイアグラム】

技術者のスキルアップのために何をしたらいいか３角形のモデルでまとめています。「先輩の背中から学ぶこと」と新しい技術や技術の原論に
立ち返る「研修」、そして物を作って「評価してもらうこと」この３点をしっかり回すことによって技術者の「スキルアップ」、「やりがい」に
つながっていきます。

※県内会員企業の35歳以下の土木技術者数（550人）の 19.1％

R４年 第1回/開講式 挨拶 (R4.10.14）

青柳群馬県建設業協会会長 水澤国土交通省 岸群馬県県土整備部建設業対策室長

高崎河川国道事務所副所長
建築技術者コース

第1回 10月14日(金) 開講式

・ 建設技術者に必要なヒューマンスキル

第2回 11月29日(火) コスト削減と工程管理

第3回 12月16日(金) ３次元CADとVR活用

第4回 12月22日(木) DX時代の建設技術者 ・ 閉講式
閉講式（R4.12.22）

１．リカレント研修（H30～）

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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今年度で６年目をスタートしたＩＣＴ施工研修。現在までに８２名が受講。平成元年度には島根県の土木部長が群馬モデルをそのまま取り入れ
て研修を実施。こちらは建設技術センターの主催で、受講料も補助することで群馬より安く、「行政側の積極的な支援」は確実に成果に繋がる。

また、研修などに参加するために「技術者の専任の明確化」を平成３０年１２月に国土交通省道路局を中心に建設業課から通達されているが、
まだまだ現場では大変な状況であるため、「特記事項に組み入れたりすること」も必要なのかと思う。

しかしながら、建設業課が示された「現場を一時的に離れること」についての周知は一歩前に進んだ施策であり、有難い。

カリキュラムの特徴

■3次元起工測量～3次元設計～ＩＣＴ施工～3次元出来形計測、3次元データ納品まで、一連の流れを実体験
■講義と実習を組み合わせた体験型
■自ら測量した現場を、自ら設計したデータで、自らＩＣＴ施工と出来形計測・検査を体験できる
■ＵＡＶやＴＬＳなど最新の測量機器を学ぶ
■１人１台のＰＣと複数の指導者でフォローする3次元設計実習

■会場：群馬建設会館
■開催日：

10月27日（木）
011月09日（水）
011月10日（木）
012月 8日（木）
012月09日（金）

■受講費用

180,000円（税別）

平成29年度受講生 17人
平成30年度受講生 19人
令和元年度受講生 17人
令和２年度受講生 8人
令和３年度受講生 11人
令和４年度受講生 10名

合計 82人
※県内会員企業の土木技術者数

（4,683人）の1.75％

参考：～群馬モデルの広がり
島根県建設技術センター主催による

「ＩＣＴ土工研修」の開催

■令和元年6月3日～6月7日

■全5日間のカリキュラム

■行政主導型の研修

■研修費用を助成

■受講費用180,000円（税別）

Ｒ1.6.12  建設興業タイムス

実施日程／令和４年度

R1.9.9 日刊建設工業新聞

受講生の数

R４年度 第1回/開講式(R4.10.27）

閉講式（R4.12.9）

２．ＩＣＴ施工研修（H29～）

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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「ＩＣＴ施工研修」及び「リカレント研修」修了者並びに行政の方を対象に、フォローアップ研修を平成29年度から実施している。令
和元年度(R2.1.31)は群馬県知事の激励挨拶を頂き25社・54名の出席の中、国土交通省総合政策局公共事業企画調整課及び業界トップ
ランナーがi-Constructionの最新情報を提供。また、初めて国土交通省高崎河川国道工事事務所や群馬県によるパネル展示をはじめ、
最新測量機器やＢＩＭ/ＣＩＭ対応ソフトウエアを群馬に居ながらにして直接体験できる展示ブースを設け実施。

令和２年度(R3.3.19)はコロナ禍のため、Ｗｅｂ会議システムＺｏｏｍを利用したオンラインセミナー形式でCPDS認定セミナーとして
開催、３年度は見合せたが、４年度は９月１６日(金)に１８社４１名の出席を得て対面開催。

令和元年度
R2.1.31 群馬建設会館

令和２年度
R3.3.19 群馬建設会館

令和４年度
R4.9.16 群馬建設会館

国土交通省関東地方整備局技術専門官の講義

３．フォローアップ研修（H29～）

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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■令和4年8月24日 開催
■27社42人が参加
■インボイス制度（2023.10月～）、改正電子帳簿保存法（2024～）、労働時間の上限規制（2024.4月～）を

踏まえた経理・総務部門の生産性向上セミナー
■法制度の解説、電子契約･電子インボイス・電子帳簿保存･企業間電子商取引などの経理DXについて解説
■受講対象は、会員各社の経営者･経営幹部、経理･総務部門責任者

【セミナーの内容】
(1)インボイス制度・改正電子帳簿保存法の基本知識

講師 前橋税務署 上席国税調査官 久保寺正之 氏
前橋税務署 審理専門官 小田訓史 氏

(2)経理ＤＸの経緯と意義
講師 日本マルチメディア・イクイップメント株式会社

代表取締役 高田守康 氏

(3)デジタルインボイス・改正電帳法に対応する具体的な方法
講師 日本マルチメディア・イクイップメント株式会社

ＩＴコーディネーター 武田健一 氏

講義 前橋税務署
久保寺調査官

主催者 (一社)群馬県建設業協会
青柳会長

４．建設業経理ＤＸセミナー（R4～）

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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日 時 令和４年９月２０日(火) 13:30～16:30
場 所 群馬建設会館 ホール (前橋市元総社町2-5-3)

講 師 高田守康 氏 (日本マルチメディア･イクイップメント㈱代表取締役)
主催者 一般社団法人群馬県建設業協会/群馬県建設業青年経営者部会(共催)

コロナ禍に翻弄され、世界は大きく変わりました。対面から非接触へ、アナログからデジタル
へ、勘と経験からビッグデータとAIへ、家庭生活も企業経営も大きく変わりつつあります。社
会の急激な変化に対応するために、ICTやAIを活用して生活スタイルを大きく変え、企業活動

の競争優位を確立すること、すなわちデジタルトランスフォーメーション（DX）が急展開して
います。

i-ConstructionやBIM/CIMの導入により、施工現場のDX化は加速しています。その一方で、
営業活動や経理財務など建設業経営のDX化は、他産業と比して遅れていると考えられます。

本セミナーは、経営事項審査や入札落札の膨大なデータベースの数値情報をもとに作成した
参加企業別の[経営レポート]をテキストとして、自社の経営状況や業界内でのポジションを具
体的な経営数値で認識して、発注者や金融機関などステークホルダーの客観的評価を把握する

ことで、経営計画やロードマップの策定、戦略の立案などにご利用いただく内容としている。

【セミナー内容】
1.建設業のDX経営とは？
・危機管理の基本手法
・電子契約、電子インボイス、電子取引（EDI）
2.経営状況を可視化し問題点を発見する[コックピット経営]
・経営者の視点：主要な財務指標による経営状況の把握
・発注者の視点：経審5評点の分布と自社ポジションの把握
・金融機関の視点：ローカルベンチマークの解説

3.経営改善の着眼点と基本的手法
・損益分岐点分析
・スループット分析

・キャッシュフロー分析
・生産性分析
4.同業同規模の競合他社比較
5.建設産業の近未来展望 等々 初年度 令和３年度

R4.3.4 群馬建設会館

経営者を対象に経営を自分の立ち位置からデータで考え、時代の変化を見
据えたセミナーとして令和４年度も開催。経営事項審査の膨大な量のデー
タを分析し、個別企業ごとの経営分析から建設業の未来展望を描く。

主催者 (一社)群馬県建設業協会
青柳会長

受講社(者)数
令和３年度 30社 (49名)
令和４年度 15社 (24名)

合計 45社 (73人)

令和４年度
R4.9.20 群馬建設会館

主催者 (一社)群馬県建設業協会
青柳会長

講師 高田守康 氏
日本マルチメディア･イクイップメント㈱

代表取締役

５．建設業経営レポートセミナー
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３角形モデルにありますが、技術者は評価してもらうことによって「やりがい」へとつながって

いきます。施工技術発表会、令和４年度で１４年目を開催した。審査委員も国土交通省・群馬県・

マスコミ・女性建築士などいろんな分野の方に依頼し、毎年３００名近く参加しているが、今後も

こうした評価をする場をしっかりと作っていこうと思います。

もう一つ、協会員同士がどういった作り方をしているのか、実際にはわからないのが現状でした。

「自分の会社の技術の中身を出したくない」といった話も当初聞こえていましたが、今では「会員

同士の情報共有と良いものを真似をする」いい機会となっております。

■会員企業の持つ施工能力や建設現場における様々
な取り組み事例を紹介

■技術力･提案力の向上と、社会資本の品質を更に高
め、より安全で豊かな郷土の発展に寄与すること

を目的とする
■最優秀賞×1社、優秀賞×2社、優良賞×5社を表彰
■参加者数 約300名

■ＧＫＧ（環境すみずみパトロール）コンテスト同
時開催(快適職場を表彰)

一般社団法人 群馬県建設業協会 モデル
表彰式(最優秀賞)

発表会会場の様子 R4.11.15 群馬建設会館 事例発表

ＧＫＧ（環境すみずみパトロール）コンテスト表彰式

令和２年度からコロナ感染症

拡大防止のため、群馬建設会

館を拠点に、県内11会場にて

リモートで映像配信し、会員

企業、国土交通省、群馬県の

方々に聴講。

令和４年度も同様に開催。

６．施工技術発表会（H20～）

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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女性の目線から５S活動を展開しています。平成２５年からスタート、昨年度で９年経ちました。毎年約１００人の女性が環境すみ
ずみパトロールを県内一円で行っています。愛称もGKGガールとして、働き方改革に向けた取り組みを追加したチェックシートでパト
ロールを実施しています。また、初めての試みとして平成３０年１１月に各支部パトロールの結果を踏まえて施工技術発表会の席上で
「GKGコンテスト表彰式」を行い、現在まで毎年継続実施しています。掲載写真は今年度実施分。

令和２年度からは建設現
場の「５Ｓ」に加えて
「コロナ対策」をパト
ロール。対策が確認でき
た現場には認定書を配布
する。

７．環境すみずみパトロール（H25～）

Ⅶ．今後予定されている取組み（R4年度の活動状況より）
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「今、建設業がかっこいい」学生と一緒に考えた新ユニフォームが完成(令和５年９月)

全国の建設業界団体で初めて全国建設業協同組合連合会が東京モード学園の学生と「建設業で働く女性のためのユニフォームデザインプロジェクト」を企画実施し、
５年が経過。建設業で働く女性も増え活躍の場も広がっている。今年、新しいユニフォームを作成するため、同学園の学生から応募された多数のデザインを同連合会
の最終審査で選ばれた６作品の中から群馬県建設業協会が全国初めて実用化する。今後は、新ユニフォームを着用した環境パトロール隊が、道路クリーン作戦、安全
パトロール、安全大会などに参加し、女性のチカラで快適職場の実現に向けて活動して行くとともに、新ユニフォームが全国に広がっていけばと考えている。
(記者発表予定 令和５年１０月３日)

新ユニフォーム
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令和４年度　意見要望への対応状況　関東地方整備局

※令和４年度に開催した、日建連、各都県建設業協会、PC建協、橋建協、道建協との意見交換会における、主な要望等に対する対応状況。

大分類 中分類 小分類 業団体からの意見 対応状況 備考

発注者
協議会

・市町村へ品確法及び運用指針に基づく入札制度、
工事の施行に係る対応、工期に関する基準、新・全国
統一指標の周知徹底。（日建連、栃木、埼玉、東京、
神奈川）
・自治体等へ週休２日の完全実施に向けた働きかけ。
（日建連、PC建協、栃木、神奈川）

・「関東ブロック発注者協議会、幹事会、都県分科会、建設分科会」で、区市町村等へ改正品
確法、改正運用指針、運用指針の取組について情報共有し、取組強化・推進を要請。
・R1.5.29に開催した「関東ブロック発注者協議会」において、発注者間の協力体制の強化等を
図ることを目的に、新たに各都県の代表首長（市長会長、町村会長）にも参画頂くこととした。
・H30.2に発注者（地公体）へ品確法に係る各種取組等の情報提供を行うために配信している
「発注者ナビ」を継続。　【21号まで配信（R5.9月末時点）】
・「関東ブロック発注者協議会」において、運用指針で定められた発注関係事務のうち５指標
（全国統一指標）について、R3年度の実施状況をR４.10に公表。
・週休2日制対象工事の実施状況の指標を区市町村の発注工事へ拡大し、取り組みを見える
化。

働き方改革
担い手確保

試行工事 ・全てのWTO対象工事で発注者指定型による週休２
日の実施。（日建連）
・現場閉所困難工事における入札公告への条件明
示。（日建連）
・「完全週休２日制（土日）モデル工事」の試行を実
施。

・R3年度より、原則全ての工事で発注者指定方式による「現場閉所による週休2日制適用工
事」又は「週休2日交替制モデル工事」を採用。
・R4年度には、一般土木工事（WTO対象）において、現場の休み（現場閉所）を土日に定める
「完全週休2日制（土日）モデル工事」の試行を実施。
・R5年度は、全ての工事を発注者指定で週休２日工事（閉所型・交替制のいずれか）を実施。

積　算 ・週休2日制の達成に向けた適切な工事費の設定。
（橋建協、千葉、長野）
・適正な利潤を確保するために実態を踏まえた補正率
の引上げ。（神奈川）

・R2年度より、週休２日の実現に向けた環境整備として、現場閉所の状況に応じた労務費、機
械経費（賃料）、共通仮設費、現場管理費の補正係数を見直し。
・R2年度より、受注者希望方式における積算方法を、現場閉所の達成状況に応じた設計変更
から、発注者指定方式と同様に当初予定価格から4週8休を前提とした経費の積算を行う。
・R3年度より、交替制モデル工事については、労務費に加え、現場管理費に対しても補正係数
を適用。
・令和５年度も補正係数を引き続き継続。
・時間外労働規制の適用に向けた工事積算等の適正化（朝礼や準備体操、後片付け等は、一
日の就業時間に含まれるものであり標準歩掛に適切に反映）

工期設定／
工程管理

・適切な工期の設定。（日建連、橋建協、道建協、東
京、山梨、長野、神奈川）
・設定した工期の前提条件の明示。（日建連、橋建
協、道建協）
・工事工程の共同管理の徹底。（日建連、道建協、埼
玉）

・日当たり標準作業量と週休２日を考慮した雨休率を基に、適正な工期を見込むために原則と
して「工期設定支援システム」を活用。
・Ｒ2年度から、工種区分別に準備期間及び後片付け期間の標準値を設定するとともに、維持
工事のように全体工期に影響のない工事を除き、全ての工事において、工事工程クリティカル
パスの共有及びクロスチェックを実施。
・R3年度より、原則全ての土木工事、機械設備工事、電気通信設備工事を対象とし、発注時に
工期設定の根拠とした関係機関との調整、住民合意、用地確保、法定手続き等の進捗状況を
踏まえた「概略工事工程表の開示」の試行を実施するとともに工事着手前に行う設計審査会に
おいて工事工程の照合（クロスチェック）を行うことを周知徹底。
・工期設定に新たに猛暑日を考慮

新・担い手
３　法

改正
品確法

運用指針

週休２日

整備局資料-３
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大分類 中分類 小分類 業団体からの意見 対応状況 備考

2024年4月
からの建設
業時間外規
制

・時間外労働と休日労働の適用除外に関して、除雪や
大雨時のパトロールの扱い

・適用除外に関して労働部局を交えた直轄事務所、県、建設業協会との勉強会等を開催

・発注時期と施工時期の平準化。（橋建協、道建協、
栃木、東京、長野）

・早期発注、国債制度、翌債（繰越）制度及び余裕期間制度を活用し、平準化を推進。
・「関東ブロック発注者協議会」において公表した全国統一指標のうち、平準化率については
国、特殊法人、都県、政令市に加え、R1年度より区市町村も含め平準化の目標を設定し公
表。

・ＣＣＵＳ義務化モデル工事の対象拡大。（日建連）
・ＣＣＵＳ活用推奨モデル工事の試行拡大。（東京）
・自主的にCCUSの活用している企業に対する評価の
しくみの検討。（群馬）
・ＣＣＵＳ義務化モデル工事やＣＣＵＳ活用推奨モデル
工事の導入促進。（道建協、PC建協）
・登録料、利用料、機器導入費用を発注者で負担。
（東京、群馬）

・R2年度より原則全ての一般土木工事（WTO対象工事）において発注者指定型による「CCUS
義務化モデル工事」の試行を実施。
・一般土木工事（Ｃランク）を対象に、建協要望を受けて、「CCUS活用推奨モデル工事」の試行
を実施。
・群馬県内の一般土木工事（Ｃランク）において、R4.1から「CCUS活用工事（受注者希望方
式）」の試行を実施。
・ＣＣＵＳ活用推奨モデル工事およびＣＣＵＳ活用工事（受注者希望方式）については、R4.7.1
以降に入札を行う工事から、カードリーダー設置費用、現場利用料を精算変更時に支出実績
に基づいて現場管理費として計上。
・R5年度は、新たに千葉県、茨城県、神奈川県で「CCUS活用推奨モデル工事」の試行を実施
予定。

・「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事の拡大。
（日建連）

・R1年度より段階的選抜方式の一般土木工事（ＷＴＯ対象）において、「労務費見積り尊重宣
言」促進モデル工事の試行を実施。

i-Construction

（建設生産性
の向上）

活用工事 ・ICT等の新技術拡大のための基準類の改定。（日建
連、道建協）
・ICT活用促進に向けた新技術活用や後方支援。（PC
建協、橋建協）
・小規模な工事の発注が多い県工事、市町村工事な
どへのICT 施工の普及促進。小規模工事では割高に
なるICT 建機のリース代の支援や、県や市町村工事
の規模に見合う積算基準の作成。

・H28.4より、３次元データを活用するため新基準や実施要領を毎年度整備。併せて、ICT建機
等の活用に必要な費用の計上や工事成績評点で加点評価を実施。
・R1年度から、産学官共働によるICT施工の技術基準の策定を試行し、基準類の策定、改正を
実施。
・R4年度、「ICT構造物工（橋梁上部・基礎工）」や中小建設業がICTを活用しやすくなるように
小規模現場（床堀工・小規模土工など）への適用拡大を実施。
・R5年度、「ＩＣＴ構造物工」においては橋梁上部工、「ＩＣＴ土工1,000m3未満」では暗渠工の適
用拡大を実施。
・図解で分かりやすく解説し更なるＩＣＴ施工の実施と現場技術者の理解を促すために「３次元
計測技術を用いた出来形管理の活用手引き（案）」及び「小規模工事ＩＣＴ施工活用の手引き
（案）」を発出。

働き方改革
担い手確保

施工時期の平準化

CCUS

見積尊重宣言

ＩＣＴ活用
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大分類 中分類 小分類 業団体からの意見 対応状況 備考

各種支援制
度

・i-Construction技術講習会およびICT舗装の現場見
学会の開催。（道建協）
・ICT普及促進ワーキングにおけるICT技術の活用方
法等の検討状況。（栃木）
・ICT施工の内製化に向け、IT人材の育成や高額なソ
フトウェアの購入助成などの支援策の検討。（群馬、東
京）

・出前講座による講演や各種ICT技術講習会等の開催を継続。
・R2.12に、関東地整ＩＣＴアドバイザーを創設しＩＣＴ施工をサポート。またＩＣＴアドバイザー意見
交換会を開催し更なる課題解決や普及促進にむけた対応を協議しアドバイザー活動に展開。
・R3.4より関東DX・i-Construction人材育成センターを開所し、施工業者も受講可能な講習等
を開催。

i-Construction

（建設生産性
の向上）

・プレキャスト工法の標準化。（日建連、PC建協）
・コスト以外の省人化や工期短縮効果を評価する仕組
みの導入。（日建連）
・PRISMの取組みの継続と拡大。（日建連）

・H28.3に生産性向上を進めるための課題及び取組方針や全体最適のための規格の標準化
や設計手法のあり方を検討することを目的に、関係者からなる「コンクリート生産性向上検討協
議会」を設置し、R5.2月末で12回開催。
・「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェク
ト」をH30 年度より開始。
・PRISMは令和4年度に成果報告会を実施して終了した。
・令和5年度からPRISMの名称がBRIDGEへと改名され、研究開発等の施策のイノベーション化
につなげるための「重点課題」を設定し、研究開発だけでなく社会課題解決等に向けた取組を
推進している。

・BIM/CIM活用工事の大幅な拡大。（日建連、PC建
協）
・R5年度のBIM/CIM原則適用に向けた現状等。（栃
木、埼玉）

・令和5年度のBIM/CIM原則適用を受け、「直轄土木業務・工事におけるBIM/CIM適用に関
する実施方針（R5.3）」に基づきBIM/CIM活用工事の取組を進めている。
・発注実績は令和3年度から令和4年度にかけて約2倍に増えた（96件→184件）。
・BIM/CIMの活用や受発注者間のデータシェアリングに関して、研修等により発注者のスキル
アップを図り、適切に対応。

入　札
契　約

・手続きの負担軽減（手続きの期間短縮や改善、技術
提案の改善、設計成果品の電子開示、専任技術者の
要件緩和など）。（日建連、橋建協、埼玉、千葉、東
京）

・主任（監理）技術者の育成に資する「技術者育成型」を評価項目の一部見直す（H30一部見
直し）とともに、対象工種等の拡大を図り継続。
・若手技術者の育成に資する「若手技術者活用評価型」を継続。
・受発注者双方の事務負担軽減のため、技術提案簡易評価型の拡大
・R2.11より、技術提案書を作成するための資料閲覧について、インターネットを活用した閲覧を
実施。
・R3.1より、電子入札システムの容量を3メガから10メガに拡大。

規格の標準化

ＢＩＭ／ＣＩＭ

入札契約制度
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大分類 中分類 小分類 業団体からの意見 対応状況 備考

・一括審査方式のさらなる活用の拡大。（日建連、橋建
協）
・設計者と施工者の連携した契約方式の採用。（PC建
協）
・ECI方式のさらなる活用の拡大。（日建連）
・フレームワークモデル工事や公募型指名競争の活
用。（埼玉、神奈川）

・受発注者の事務量等の負担を低減するため、「一括審査方式」、「段階的選抜方式」を継続。
・段階的選抜方式については、H30.10より一次選抜者の拡大に向けチャレンジ枠を試行。
・技術提案・交渉方式（ＥＣＩ方式）は工事の仕様の確定が困難な技術的に難しい場合に適用。
具体的には「国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン」では「発
注者が最適な仕様を設定できない工事」及び「仕様の前提となる条件の確定が困難な工事」に
適用となっている。関東地方整備局としても、工事の特性を踏まえ技術提案・交渉方式（ＥＣＩ方
式）の活用を検討。
・効率的な施工管理、安全管理等による工事品質の向上を図るため、新技術導入促進型（Ⅰ、
Ⅱ）の試行を拡大。
・R2.5から実施している「フレームワークモデル工事」及び「公募型指名競争入札」について
は、技術者の事前登録等を求めず、契約後に登録する入札手続きを実施。
・R4.3に港湾空港工事において、ＥＣＩ方式により発注。
・R5.4より、チャレンジ枠の見直し（「10者を越えた者の半数」から「上限15者」に見直し）
・R5.8に橋梁補修・補強工事を技術提案・交渉方式（ECI方式）を採用し発注

設　計
積　算

・現場条件を踏まえた適切な設計積算及び関係者調
整などを整えたうえでの工事発注。（橋建協、道建協、
茨城、埼玉、栃木）
・概算概略発注時における工事着工までの期間をあら
かじめ全体工期に反映した発注。（山梨）
・現場と整合性のある精査された最新の設計図書の提
供。（神奈川）

・工事発注に際し、適正に条件明示を行うなど、円滑に工事着手・施工ができるよう「土木工事
条件明示の手引き（案）」（R1.9改定）を活用。
・設計変更に係る業務の円滑化を図るため、設計変更が可能なケースや手続きを示した「設計
変更ガイドライン」を契約図書の一部として運用。項目別チェックリストとその記載例を集約的に
掲載した「土木工事条件明示の手引き（案）」の一部改定に伴い、「設計変更ガイドライン」を改
定し、R1.9に各事務所へ周知徹底。
・R1.9より、本官工事において、条件明示チェックリストを入札公告時に開示する試行を開始。
・R3年度より、全ての本官工事及び当初予定価格３億円以上の全ての分任官工事を条件明示
チェックリストの開示対象に拡大。

労務単価
市場単価

・設計労務単価の増額。（橋建協、道建協、埼玉、千
葉、山梨、神奈川）
・実勢価格を把握される調査回数の増加。（既製杭工）
（茨城）

・労基法改定による有給休暇取得義務化や必要な法定福利費を反映し、R4.3.1から適用の公
共工事設計労務単価について、主要12職種（全国）単純平均で前年度比3.0％、全職種で前
年度比2.5％の引き上げを実施。
・Ｒ５年度は主要12職種（全国）単純平均で前年度比5％の引き上げを実施。

低入札価格
調査基準

・低入札価格調査基準の引き上げ。（道建協、神奈
川）
・最低制限価格における一般管理費の算定率
（5.5/10）の引き上げ。（埼玉）

・R4.4.1以降に入札公告を行う工事を対象に、低入札価格調査基準の計算式を改定。（一般
管理費等×0.55 ⇒ 一般管理費等×0.68）

・適時適切な契約変更。（日建連）
・発注者が作成すべき資料は、受注者の負担を最小
限。（道建協）
・工期延長又は短縮に伴う増加費用は、工期の変更と
連動した積算。（道建協）

・「設計変更ガイドライン」では、設計変更が可能なものの事例を示すとともに設計変更に係わ
る資料の作成についての具体的対応方法を記載。
・工期の延長または短縮に伴い増加する費用については、「工事における工期の延長等に伴う
増加費用の積算方法について」に基づき、適切に受発注者協議。

発注方式

事前調整
事前準備
条件明示

予定価

設計変更
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大分類 中分類 小分類 業団体からの意見 対応状況 備考

監督検査 ・工事情報共有システム（ASP）活用による紙書類提出
の削減や電子データと紙書類の二重提出防止の徹
底。（橋建協、道建協）
・提出書類の更なる簡素化と適正化。（日建連、PC建
協、道建協、埼玉、東京、神奈川、山梨）

・H25年度からの工事情報共有システム(ASP)の試行により、提出書類の削減。
・R1.10に各事務所副所長あて、R2.11に各事務所長あて書類簡素化の徹底を通知。巡回現場
会議においても、書類簡素化について各事務所に周知徹底。併せて、R3.3に「三者会議」「設
計変更審査会」において、説明資料は電子データを原則とし、ペーパーレスやweb会議による
開催とすることを通知。
・R3.9に「土木工事電子書類スリム化ガイド」「土木工事電子書類作成マニュアル」を改定し、
「受発注者間で作成書類の役割分担の明確化」、「工事書類の原則電子化」、「周知責任者を
設けて関係者への周知」を行うこととし、工事書類の電子化・スリム化を周知徹底。
・R5.7に、「土木工事電子書類スリム化ガイド」「土木工事電子書類作成マニュアル」をアンケー
ト調査結果や受注者ヒアリングを踏まえ、更なるスリム化に向け不明瞭な表現などを適正化し、
より分かりやすいものにバージョンアップし周知徹底。

・ASPの活用徹底、電子検査・オンライン電子納品の
推進。（日建連、PC建協）
・工事検査書類限定型工事の活用推進。（日建連）

・H25年度からの工事情報共有システム(ASP)の試行により、情報共有の効率化。
・本官工事の中間技術検査等において、WEB（teams等）を活用した検査を実施。
・R3年度より、原則全ての工事において工事検査書類限定型工事（検査書類は10種類に限
定）を実施。
・R3.12.1以降に竣工する土木工事において、原則オンライン電子納品とする運用を開始。

・遠隔臨場の活用推進と環境整備。（日建連、PC建
協、橋建協、道建協）

・R2年度から「建設現場の遠隔臨場に関する試行」を開始。
・R3年度から本官工事及び３億円以上の分任官工事は発注者指定型、その他の全ての工事
についても受注者へ意向を確認し、発注者指定型に指定して試行。
・効果が期待されるもの、新型コロナ感染拡大防止にも寄与するものは発注者指定型とし、試
行に係る費用の全額を発注者が負担。
・R4.6より、全ての工事を対象に試行を実施（1億円以上の工事は原則、発注者指定型)
・R5.4に特記仕様書記載例を改正し、遠隔臨場の実施にかかる通信環境整備に当たっては発
注者の費用負担にて行うこと、また、通信環境が不良と確認された場合は対応策を検討の上、
監督職員と協議を行う旨を明記。

・中長期的な事業の見通し。（日建連、道建協、PC建
協、橋建協、千葉、山梨、長野）

・R2.10.1より、「入札情報サービス」にて事務所ごとに各事業の中長期的な発注見通しを公表。

書類の簡素化

監督・検査

遠隔臨場

持続可能な事
業環境の確保

事業展開
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大分類 中分類 小分類 業団体からの意見 対応状況 備考

・地元企業が参加・受注しやすい「地域防災担い手確
保型」、「自治体実績評価型」、「技術提案チャレンジ
型」、「地域密着工事型」などの発注件数の増。（栃
木、埼玉、千葉、神奈川）
・地元企業が参加しやすい規模での発注。（神奈川）

・地域精通度や地域貢献度を評価する、「地域密着工事型」を継続。
・災害時の対応を含む地域維持の担い手確保を目的とした「地域防災担い手確保型」を継続。
・直轄工事に実績が無い、あるいは少ない企業であっても、技術力のある企業の競争参加を促
す「技術提案チャレンジ型」を継続。
・R2年度より施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型において都県・政令市発注工事の成績、表彰も評価
対象に追加。【一般土木、As舗装、維持修繕】
・R4.8より担い手の中長期的な育成・確保を更に推進するため、「自治体実績評価型」を「自治
体実績チャレンジ型」に改め、地域貢献度等の評価を見直し。
・R5.4より災害時の対応を含む地域維持の担い手確保を目的とした「地域防災実績評価型」
「実績評価型」を整理統合して「企業実績評価型」とし、地域貢献度の評価を見直し。
・R5.8より地域インフラを支える担い手として企業の確保等を目的として、地域精通度の配点が
高く、企業の技術力の評価のみを行う「企業能力評価型」を新設。

・災害活動に係る補償。（神奈川）
・建設工事標準請負契約約款第30条（不可抗力によ
る損害）の改善。（神奈川、長野）

・災害発生時における応急復旧等に関する災害協定の締結にあたり、出動を要請（契約）した
際には、法定外の労災保険に加入されていることが条件となるよう協定書へ記載することを関
係事務所へ周知。
・事務所で締結した災害協定に基づき協会会員企業へ応急復旧工事等の対応を要請するに
あたり、関係者間で連携を強化して対応にあたるべく、情報共有に関して手順等の運用を定め
た。

災害関係

地元受注
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10 月２日(月)国土交通省関東地方整備局との意見交換会 提案議題

１．真夏日での現場作業について

  地球温暖化の影響により猛暑が恒久化しており、本年も７月、８月には３５度

を超える猛暑日が頻発しました。建設現場では、様々な熱中症対策を講じる必要

があるため、気温３０度、ＷＢＧＴ値２５を超える場合には、現場管理費の補正

を行っています。また令和５年度からは工期設定にもＷＢＧＴ値３１以上を考慮

することになりました。

しかしながら、暑い中での作業は、１時間作業して 1 時間休息を取るなど極端

に作業効率が低下します。また、舗装工事ではアスファルト合材の温度が高いこ

とから気温が３０度、ＷＢＧＴ値２５を越えない場合でも、注意深く熱中症への

対策を行う必要があります。

このため、真夏日での作業実態にあった歩掛の見直しとアスファルト舗装工事

における現場管理費の補正基準の低い設定への見直しについて、ご意見を伺いま

す。

２．建設キャリアアップシステムについて

建設キャリアアップシステムについては、群馬県では会員企業の８２％が登録

し、全国的にも技能者登録者数が昨年末には１００万人を突破するなど順調に進

んでいるようですが、これまでの登録は発注者による様々なインセンティブ（モ

デル工事による工事成績評価の加点、総合評価落札方式による入札における加点、

入札参加資格における加点など）の付与により進捗が図られてきたと考えていま

す。

これから、更にＣＣＵＳの登録を推進して行くためには、登録し運用（カード

タッチ）することによるメリットが目に見える形にならないと厳しいと思われま

す。こうしたメリット、例えば工事書類の簡素化、建退共制度の連携強化、（公表

されたレベル別の年収が実現できるよう）レベル別の設計労務単価の設定などを

国が早急に示していく必要があると考えますが、ご意見を伺います。

３．首都直下地震における群馬県建設業協会の役割について

関東大震災から１００年、巨大地震に対する主体的な取り組みが必要となるな

か、群馬県建設業協会でも８月１７日の群馬県でのリレーシンポジウムでのパネ

ル展示や８月２６日～２８日までの特別企画展での「ＫＡＭＩＫＡＢＥ」展示に

より、地域を守る建設業として「連携、実践、わがこと化」の啓発活動を行いま

した。

切迫する首都直下地震に対しては、関東地方整備局により首都直下地震道路啓

開計画が策定され、事前の準備を整えているところです。その計画書で８方向か

ら道路啓開を行う「八方向作戦」が立案されているなか、群馬県は北西方向の関

越道や国道１７号が関連すると思われますが、道路啓開は東京から埼玉県の戸田

市付近までとなっています。

このため、首都直下地震においては、群馬県建設業協会として役割は特に発生

しないと考えていますが、首都圏のバックアップ機能を有する群馬県の特性を活

かして、考えられる建設業の役割があれば、ご教示願いたい。

協会資料－２
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項　　目 回　答 備考

■地球温暖化の影響により猛暑が恒久化しており、本年も７月、８月には３５度を超える猛暑日が頻発しました。建設現場では、様々な熱
中症対策を講じる必要があるため、気温３０度、ＷＢＧＴ値２５を超える場合には、現場管理費の補正を行っています。また令和５年度か
らは工期設定にもＷＢＧＴ値３１以上を考慮することになりました。

しかしながら、暑い中での作業は、１時間作業して1時間休息を取るなど極端に作業効率が低下します。また、舗装工事ではアスファル
ト合材の温度が高いことから気温が３０度、ＷＢＧＴ値２５を越えない場合でも、注意深く熱中症への対策を行う必要があります。

このため、真夏日での作業実態にあった歩掛の見直しとアスファルト舗装工事における現場管理費の補正基準の低い設定への見直しにつ
いて、ご意見を伺います。

　土木工事の標準歩掛は、施工現場の実態調査に基づき整備しており「施工形態動向調査（モニタリング調査）」において、現行の歩掛
と実際の施工に乖離が無いかを毎年確認しております。この調査で乖離が見られた場合は、「施工合理化調査」で詳細な調査を行ったう
えで見直しを行うこととなっております。
　実態調査では、夏場や冬場の工事も調査対象に含まれておりますが、引き続き現場の実態を適切に反映させるためにも、調査へのご協
力をお願い致します。

　　また、アスファルト舗装工事において気温３０度及びＷＢＧＴ値２５の見直しのご要望については、本省に伝えてまいります。

■更にＣＣＵＳの登録を推進して行くためには、登録し運用（カードタッチ）することによるメリットが目に見える形にならないと厳しい
と思われます。

こうしたメリット、例えば工事書類の簡素化、建退共制度の連携強化、（公表されたレベル別の年収が実現できるよう）レベル別の設計
労務単価の設定などを国が早急に示していく必要があると考えますが、ご意見を伺います。

　ＣＣＵＳを業界共通の制度インフラとしていくためにも、ご指摘のとおり建設業界として技能労働者の処遇改善や現場管理の効率化な
ど、メリットを感じていただきながら、更なる登録や活用の促進に繋げていくためにも、様々な取組を進めていく必要があると認識して
います。
　工事書類の簡素化として、ＣＣＵＳに登録された情報を施工体制台帳へ従来よりも幅広く反映されるようなシステム改修を行ってお
り、また、建退共についても、ＣＣＵＳに蓄積された就業履歴を就業状況報告書へ反映して、建退共の電子申請をより簡便に行える仕組
みが構築されています。
　さらに、今年６月のＣＣＵＳ処遇改善連絡協議会において、公共工事の労務費調査を元にしたＣＣＵＳのレベル別年収の目安をお示し
たことに加え、９月の基本問題小委員会においてそのレベル別年収の元となる、標準労務費を中央建設業審議会で勧告する仕組みの構築
をご提言いただいたところです。
　整備局としては、このようなＣＣＵＳを活用することによるメリットや関連する制度の動向について、引き続き様々な機会を通じてＣ
ＣＵＳに関する周知啓発に取り組んでまいります。

　令和５年度（一社）群馬県建設業協会との意見交換会　回答 

 １．真夏日での現場作
業について

２．建設キャリアアッ
プシステムについて

整備局資料－４
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項　　目 回　答 備考
■切迫する首都直下地震に対しては、関東地方整備局により首都直下地震道路啓開計画が策定され、事前の準備を整えているところです。

その計画書で８方向から道路啓開を行う「八方向作戦」が立案されているなか、群馬県は北西方向の関越道や国道１７号が関連すると思
われますが、道路啓開は東京から埼玉県の戸田市付近までとなっているため、首都直下地震においては、群馬県建設業協会として役割は特
に発生しないと考えていますが、首都圏のバックアップ機能を有する群馬県の特性を活かして、考えられる建設業の役割があれば、ご教授
願いたい。

　首都直下地震においては、レジリエンスの観点からもポテンシャルの高い群馬県が担うべき役割は非常に大きいと感じております。
　関東地方整備局では、首都直下地震発生の際、人命救助の72時間の壁を意識し、発災後48時間以内に各方向最低1ルートは道路啓開を完
了することを目標に都心に向けた八方向（八方位）毎に高速道路、国道、都道の被災箇所・規模が比較的小さい路線・区間を交互に組み
合わせて優先啓開ルートを設定し、一斉に道路啓開を進行（八方向作戦）する計画としております。
　この計画では、高崎河川国道事務所は、応援支部にも位置づけられております。
　群馬県建設業協会とは、整備局と締結している災害協定に基づき、被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資するため、必要な人員、
資機材等の確保について情報共有し、連携を強化して応急復旧の対応要請にご協力を頂くなど、群馬県から首都圏へのバックアップ機能
としての役割を担っていただきたいと考えておりますので、引き続き、ご協力をお願い致します。

３．首都直下地震にお
ける群馬県建設業協会
の役割について

　　　　令和５年度（一社）群馬県建設業協会との意見交換会　回答    

2
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0.5m3/m 5,000 /m3  2,500 /m
0.5m3/m 12,000 /m3  6,000 /m
8.0m2/m 25,000 /m2  200,000 /m
1.5t/m    13,000 /t    19,500 /m
5.5m3 18,000 99,000 /m

327,000 /m 100m 32,700,000

1m3
18,000 /m3

m3 3
2

•

100



-1

4

9

14

19

24

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
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【機密性２】

○対象額700万円を超え10億円以下の場合（補正例）

【条件】 直接工事費２億円の河川・道路構造物工事
①対象額：純工事費２１６，６１２，０００円（純工事費＋支給品費＋無償貸付機械等評価額）
②施工地域：なし、③工期：３００日のうち、真夏日が５０日

【改定前】
現場管理費 ＝ 対象純工事費 ×（（現場管理費率 × 補正係数）＋ 補正値）
53,936,000 ＝ 216,612,000 ×（（２４．９０％ × １．０ ）＋ ０％ ）

【改定後】
現場管理費 ＝ 対象純工事費 ×（（現場管理費率 × 補正係数）＋ 補正値）
補正値 ＝ ５０日 ÷ ３００日 × １．２＝０．２０
54,369,000 ＝ 216,612,000 ×（（２４．９０％ × １．０） ＋ ０．２０％)

（８）熱中症対策に資する現場管理費補正の導入等

現場管理費の対策

○工事現場の安全(熱中症)対策に係る費用とし、気候及び施工期間を考慮した現場管理費の補正を追加

対象工事・対象地域

○工事：主たる工種が屋外作業である工事 （工場製作工事は除く） ○地域：全国

補正方法

補正値（％）＝ 真夏日率※ × 補正係数 ※真夏日率 ＝ 工期期間の真夏日 ÷ 工期

・真夏日：日最高気温が３０度以上の日 ・工期：準備・後片付け期間を含めた工期 ・補正係数：１．２

対策費用として、現場管理費 約４３万円増

○補正は、工事期間中の日最高気温の状況に応じて変更時に補正する

工 事

12
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一 般 社 団 法 人  群 馬 県 建 設 業 協 会

自 由 討 議 資 料

国土交通省関東地方整備局との意見交換会
令和５年１０月２日(月) １５時３０分～   於  Ｇメッセ群馬 ３階 中会議室

協会別添資料
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P.1

パンデミックが建設業に及ぼした影響に関するアンケート調査
（R5.9月実施）

別添資料－１
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良くなった 1.3%

少し良くなった

5.8%

あまり変わらない

38.4%少し悪くなった

37.1%

悪くなった

16.1%

判断できない

1.3%

希望が持てる 1.8%

ある程度希望が持てる

13.8%

あまり変わらない

33.9%

ある程度厳しくなる

33.5%

厳しくなる

15.2%

わからない

1.8%

新型コロナ感染症の拡大前（2019）と比較
して現在（2023.9月）の会社の経営状況

悪くなった要因（3つまで選択）
新型コロナ感染症の影響により、会社での
取組みが進んだ主な事項（３つまで選択）

会社の現状と進んだ取組みを考慮した
今後の会社について

前問の厳しくなる要因を取り除くために、
国･県･市町村に望むこと（3つまで選択）

問
1

問
2

問
4

問
5

問
7

P.2

パンデミックが建設業に及ぼした影響に関するアンケート調査

調査期間：令和5年9月8日～15日 調査対象：（一社）群馬県建設業協会本部会員 268社 回答社数：224社（回答率83.6％）

「少し悪くなった」「悪くなった」と回答した企業が５
３％と半数を超えている。一方、「良くなった」「少し
良くなった」と回答した企業は７％に留まった。

63.9%

31.9%

84.0%

12.6%

58.0%

23.5%

4.2%

0.8%

① 公共工事の受注量の減少

② 民間工事の受注量の減少

③ 資材や燃料の価格高騰

④ 資材不足による納期の遅れ

⑤ 人材不足

⑥ 従業員の賃金アップ

⑦ コロナ融資などの政府の資
金繰り等の支援策の終了

⑧ その他

経営が悪くなった要因
として「資材や燃料の
価格高騰」「公共工事
の受注量の減少」「人
材不足」が多くの回答
となった。

12.9%

19.6%

12.9%

21.9%

23.7%

26.3%

14.7%

21.9%

26.3%

4.0%

①ＩＣＴ施工

②遠隔臨場

③テレワーク

④その他のデジタル化（建退
共、経理事務等）

⑤従業員の時間外労働短縮

⑥従業員の賃金アップ

⑦従業員のワークライフバラ
ンスの取組み

⑧人材確保、育成

⑨特に進んだ取組みはない

⑩その他 「特に進んだ取り組みはない」と
回答した企業が26％もあった。一
方、取り組みが進んだ事項は多様
な状況。そんな中でも、「賃金ア
ップ」「時間外労働の短縮」「デ
ジタル化」「人材確保、育成」を
進めた企業が多くなった。

「ある程度厳しくなる」「厳しくなる」と回答し
た企業が４９％と半数となった。一方、「希望が
持てる」「ある程度希望が持てる」と回答した企
業は１６％となった。

22.8%

42.9%

38.8%

33.5%

13.4%

15.2%

15.2%

6.3%

42.9%

1.3%

① 資材や燃料の低価格での安定

② 資材や燃料の価格が高騰した場
合、価格転嫁しやすい仕組みづくり

③ 公共工事設計労務単価の引き上げ

④ 現場の働き方に合わせた公共工事
積算基準の見直し

⑤ 公共工事の現場管理費の引き上げ

⑥ 公共工事の一般管理費の引き上げ

⑦ 民間工事が適正価、適正工期で行
えるよう事業者への指導

⑧ 建設業のイメージアップやPRを積
極的に行ってほしい

⑨ 公共事業費の増額・安定的な確保

⑩ その他

今後、国・県・市町村に望む
ことは「公共事業費の増額・
安定的な確保」「資材や燃料

の価格高騰を転嫁しやすい仕
組みづくり」「設計労務単価
の引き上げ」「現場の働き方

に合わせた公共工事積算基準
の見直し」が上位となった。

コロナ以前より経営が悪くなった企業が多く、コロ
ナ禍で何も取組みを進めなかった企業が約３割と変
化に対応しない、できない地方の中小企業の特色が
出た。コロナ後の建設業における大きな課題は「価
格高騰」「人材不足」。これは、身近な社会経済活
動でも課題であり、国として取組む必要がある。ま
た、建設業における「人材不足」に関しては、「設
計労務単価の更なる引き上げ」や「働き方に合った
積算基準の見直し」が必須であるが、さらに踏み込
んだドラスティックな政策展開も期待している。
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P.3

採算性がどれだけ改善されたか
～国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケートより～

別添資料－２
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P.4

12.5%

58.3%

45.2%

36.7%

66.7%

57.7%
60.0%

60.0%
54.5%

45.0%

33.3%

38.7%

53.3%

29.2%

34.6% 36.0%

30.0%

36.4%42.5%

8.3%

16.1%

10.0%

4.2%

7.7%
4.0%

10.0%
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①全ての工事で採算が合った

②採算の合う工事と合わない工事があった

③受注した全ての工事で採算が合わなかった

国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケート調査（令和４年度完工の工事対象と過去３年間の比較）
調査期間 令和5年9月19日～9月26日 調査対象 国土交通省の入札参加資格を有する建設業協会員157社 内有効回答  22社

採算性がどれだけ改善されたか ～国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケートより～

１．国土交通省の直轄工事を受注した際の採算性

設
計
労
務
単
価

の
引
き
上
げ

①
と
③
の
差
が

過
去
最
大

限
界
工
事
量
の

発
表

補
正
予
算
無
し

東
日
本
大
震
災

50件・72.5%

52件・75.4%

49件・76.6%

19件・27.5%

17件・24.6%

15件・23.4%

2年度

3年度

4年度

①採算の合った工事 ②採算の合わなかった工事

会社単位では「全ての工事で採算が合った」と回答した割合が前回より減少してい
るが、工事数の内訳で見ると採算の合った工事が増加傾向にある。
また、採算の合わない原因として「③提出書類作成作業の負担増に等による間接費
の増大」を選んだ企業が前回に引き続き０であった。

参考①： 工事数

0.0%

1社・12.5%

1社・10.0%

3社・25.0%

1社・12.5%

2社・20.0%

0.0%

2社・25.0%

1社・10.0%

5社・41.7%

4社・50.0%

4社・40.0%

2社・16.7%

0.0%

0.0%

8社・66.7%

6社・75.0%

8社・80.0%

6社・50.0%

6社・75.0%

5社・50.0%

2年度

3年度

4年度

①着工の遅れや一時中断等が原因の工期延長に伴う間接費の増大

②設計と現場との不一致が原因の変更作業等に伴う直接・間接費の増大

③提出書類作成作業の負担増等による間接費の増大

④予定価格・積算条件が現場の実態に即していない

⑤設計労務単価（交通誘導員等）の経費不足

⑥競争激化による低単価での受注

⑦その他

参考②： 採算の合わない原因（複数回答）
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5.0% 9.1%
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77.3%

84.6%
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90.9%
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①問題が発生することが多くあった。

②問題が発生することが時々あった。

③問題となることはほとんどなかった。

P.5

採算性がどれだけ改善されたか ～国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケートより～

２．現場での立ち会い等における現場技術員の対応について

18社・75.0%

16社・80.0%

20社・100.0%

6社・25.0%

4社・20.0%

0社

2年度

3年度

4年度

①提出書類が早く返信され工事に支障はなかった

②提出書類が遅く返信され工事に支障が出た

問題が発生することが多くあったと回答した企業は前回に引き続き０だった。

参考① ：各出張所の書類の対応

2社・33.3%

2社・50.0%

2社・50.0%

1社・16.7%

0.0%

0.0%

2社・33.3%

2社・33.3%

2年度

3年度

4年度

①係長のところから所長に書類が廻らなかった

②所長の判断が遅れた

③所長と係長の見解が分かれ書類を再提出した

④その他

参考② ：書類対応遅延の理由（複数回答）

国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケート調査（令和４年度完工の工事対象と過去３年間の比較）
調査期間 令和5年9月19日～9月26日 調査対象 国土交通省の入札参加資格を有する建設業協会員157社 内有効回答  22社
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①明らかに軽減されている。

②軽減をある程度実感できる。

③軽減を実感できない。

④その他

P.6

採算性がどれだけ改善されたか ～国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケートより～

３．書類の簡素化、検査体制の効率化について

書
類
の
簡
素
化

参考： 工事書類作成マニュアルでは作成不要となっ
ている書類・資料を出張所や監督員のローカルルー
ルによって作成しているもの、具体な書類名

スリム化ガイド等の取り組みにより、軽減を実感できないと回答した企業が前回調
査で０社であったが、今回の４年度完工工事では２社が軽減を実感できないと回答
した。しかし、明らかに軽減されていると回答した企業は前回より２社増加してい
る。

■工事概要説明資料（工事概要版）／１社選択
■契約関係 ／１社選択

・建退共手帳の証紙貼付状況の写しの提出

■品質・出来形管理関係 ／０社選択
■打合せに関する資料 ／１社選択
■関係機関との調整に関する資料 ／０社選択
■工事検査時に使用する資料 ／２社選択

・ダイジェスト版

■その他 １社選択
・簡素化によって作成書類の量は減ったが、検査時に順だって説
明する際に補足資料等がないと理解してもらえないケースもあ
ると思われます。

国土交通省直轄工事の採算性に関するアンケート調査（令和４年度完工の工事対象と過去３年間の比較）
調査期間 令和5年9月19日～9月26日 調査対象 国土交通省の入札参加資格を有する建設業協会員157社 内有効回答  22社
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